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転換期の日本型鉄鋼システム
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一 システム変革に向けて一
1. は じ め :こ
戦後日本経済の復興 。高度成長期においては戦略的な中核産業と位置付け
られ,「産業の米」としての基礎資材を供給してきた日本鉄鋼業は,今日,構
造的な変革の岐路に直面している。
「鉄は国家なり」と豪語し,世界最強のコス ト競争力を有して,安価で高
品質の鋼材を安定して供給することによって日本経済の発展を支えてきたと
いうキャッチフレーズは,今日ではほとんど聞かれなくなっている。逆に,
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「鉄はコス トなり」と椰楡されるような様相すら見受けられる①。
この20年間にわたる円高基調, とりわけ1980年代後半から今日にいたる
すさまじい円高の進行は, 日本鉄鋼業のコス ト競争力を根底から突き崩 して
いる。さらに,アジアの鉄鋼中進国のキャッチアップは,技術面,品質面に
おいても顕著にみられる。他方,国内においても,電炉メーカーのシェアが
高まり,これまで高炉メーカーの独占品種 とされてきた分野にまで進出を
図ってきている。
これまで, 日本鉄鋼業 といえば,大手高炉メーカーの代名詞のようにみな
されてきた。国内においては,原料購入から製品販売,技術や労働などに至
るまで諸外国に例をみぬ強固な業界協調体制を構築 し,国家との密接な関係
でもってそれを補強してきた。さらに,商社をはじめ, 自動車や電機,造船
などの大ロユーザー,資材や機械の納入業者などとの密接な長期継続取引や
共同開発などの仕組みをも作 り出してきたのである。一方,企業内において
は,ハー ド・ ソフ トのいずれにおいても日本独自の特質を有する鉄鋼生産シ
ステム,およびそれを支えるバックアップ。システムを作 り出した。そして,
相互にはりめぐらされたネットワークが,種々 の矛盾を内包しながらも, 日
本鉄鋼業の「強み」として,発展のバネとして機能してきたのである。
以上にみるような日本鉄鋼業の構造と機能は,システム的結合の広がりと
深まりがキーをなしており,「日本型鉄鋼システム」として捉えることができ
る。
この日本型鉄鋼システムは, 日本型企業システムの原型,先駆をなすもの
とみられる。今日, 日本型企業システムは根底から揺らぎ,その変革を迫ら
れているが,その原型としての日本型鉄鋼システムもまた厳 しい変革の波に
直面 している。鉄鋼業をとりまく内外環境の激変は,システムを構成する諸
要素,および諸要素間の関係を変質させ,システム的な機能不全や硬直化を
もたらしている。まさに,システム的な危機 と変革課題に直面するに至って
(1)「特集 鉄はコストなリー イー面格破壊に錆びぬリス トラー 」『日経ビジネス』1994年
7月4日号。
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いるといえよう。
小論においては,日本型鉄鋼システムの特質と全体像を描きだすとともに,
それが形成されてきた環境条件やプロセスにもアプローチする。そして,今
日,いかなる変革に迫られているかを明らかにする。
2.日本型鉄鋼システムの特徴
―  「良循環」の構造と機能―
鉄鋼業における企業経営のありかた, とくに企業内における生産や販売,
雇用等の仕方, さらには企業間の関係や企業と国家との関係などを,一つの
システムとしての視点から捉えることができる。鉄鋼に特有なこうした企業
システムを,「鉄鋼システム」と表現することにしよう。
鉄鋼システムという視点から日本鉄鋼業をみると, 日本型特質が明瞭に浮
かび上がってくる。これを「日本型鉄鋼システム」と規定する(2)「日本型鉄
鋼システム」の構造と機能については,その全体像を図1のように素描する。
「日本型鉄鋼システム」とは, 日本に特徴的なハードウェアとソフトウェア
を有する生産システムとそれを支える企業内のバックアップ 。システムをも
ち,政府・官僚との密接なネットワークと業界内における共同的ネットワー
ク,関連業界や系列企業などとの垂直的ネットワークといった社会的なバッ
クアップ。システムによって補強されたシステムである。「日本型鉄鋼システ
ム」の特徴としては,次の点があげられる。
第一に,業界内における企業間の協調関係の強さをあげることができる。
それは,新日鉄を頂点とする大手高炉メーカー間の協調関係に他ならず,そ
の秩序を他のメーカーに受容させるものといえる。
この高炉メーカー間の協調関係は,強力な業界団体を窓日としセンターと
している0。代表的な業界団体としては,総合的なまとめ機関・窓日としての
(2)「日本型鉄鋼システム」概念の提示については,十名直喜「日本型鉄鋼システムと業
界団体」『名古屋学院大学研究年報 7』 1994年12月。
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技術 キャツチアップロ標 安全保障
日本型鉄鋼生産システム
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ソフトウェア
・ 臨海立地の大規模な新鋭一貫製鉄所
。合理的な工場 レイアウト
・ 水深の港運設備
。大型専用船・兼用船による原燃料輸入
・ 製品の効率的出荷
・ コンピュータによるダイナ ミック制御と一貫統合管理
・海外情報をモニターするマルチ・ チャネル
・ 現場重視の研究開発と部門間交流
・ ジョプoローテーションと多能工化
・ 自主管理活動による改善・ 啓発,教育効果
・ 高い下請比率と統合管理
・ ジャス ト・ イン●タイム納入システム
忠誠心
人事考課システム
。ライン・ エンド・
スタッフ制
。作業長精度
・ 能力主義管理
企業別労働組合
企業主導型労使協
調
(賃金での「一発回
答」方式)
階層的労働市場
。長期雇用とその変
形 (出向,転籍)
・下請 との賃金・ 労
働条件格差
企業内パックアップ・ システム
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日本型鉄鋼システムの構造と機能
十名直喜「日本型鉄鋼システムと業界団体」(『名古屋学院大学研究年報
7」 1994年12月)を一部修正した。
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先進外国企業の存在 日米安全保障体制 海外製鉄資源の開発
・ 組織への過剰同調性と官僚主義
・「能力」評価の主観性・ 非公開性
・ 労働組合の自立性の弱さ (企業依存化)
・ 前近代的な格差構造
・ 周辺労働力・ 技能の衰退化
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・政府の役割の変化
直接的介入・指導から「仲介機関」へ
・業界団体を窓口に政府との定常交流
・行政指導による企業間協調体制促進
・ 生産計画ガイドラインによる生産調整
・許認可権を通しての管理・ 調整
。「天下 り」によるインフォーマル「政策ネッ
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~ 社会的なバックアップ・ システム ー ーーーーーーー ーー ¬
財政的支援
技能技 術
政策的支援
の相互育成
の相互
トワータ」
・業界の盟主の存在 (八幡→新日鉄)
・政府との仲介,業界の協調 。とりまとめ機関としての業界団体
(日本鉄鋼連盟,鋼材倶楽部, 日本鉄鋼協会など)
・主要分野を網羅する協調体制
。海外製鉄原料の長期契約・共同購入方式
・ 共同研究開発・ 技術交流・技能交流
・各種調整システム
生産計画,設備投資,販売 (価格・ 数量)
。労使交渉
・商社との多角的互恵取引
・海外製鉄原料の開発・購入
。製品の国内販売・輸出
・ 各種情報のマルチ・ チャネル
・ 大ロユーザーとの長期継続取引
・ 共同開発
・「ひも付き」契約
・下請・関連企業とのヒエラルキー連携
・管理の階層性
。フレキシビリティ
・大学との産学協同
・ 日本鉄鋼協会, 日本学術振興会などにおける活発な協同研究
・ 優秀な人材の供給
(鉄冶金工学の講座充実)
政府とのネットワーク
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鉄鋼業界内の水平的ネットワーク
関連産業・企業との垂直的ネットワーク
・ 同質化競争の弊害
過剰な設備能力,採算割れの過剰品質志向
・ インフォーマル・ カルテルの体質化
・新規参入障壁
・ 企業の自立性の弱さ (国家への依存)
・独創性,開拓者精神の弱化
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日本鉄鋼連盟を中心にして,販売分野については鋼材倶楽部,そのうち輸出
関連に特化し分化した日本鉄鋼輸出組合,そして技術分野については日本鉄
鋼協会がある。その他にも,原料分野については海外製鉄原料委員会,市場
開発分野では (すでに主要業界にまたがり経済団体としての機能に発展して
いる)JAPIC,等がある。これらが主要領域ごとに網の目のように組織され,
さらに,それらを政府。官僚のバックアップをも受けつつ統括することによっ
て,大手高炉メーカー主導の業界協調体制が敷かれている。企業間協調は,
原料購入から生産販売,販売,さらには技術開発や設備投資,労働,IE, 自
主管理活動などにまでまたがっている。
第二に,この体系的な水平的カルテルともいえる協調体制は,国家によっ
て支えられ,国家との緊密なネットヮークが補強材として機能してきた。通
産省事務次官の「天下り」先は鉄鋼業界 (大手高炉メーカー)が最も多ぃ(4)。
日本鉄鋼連盟や鋼材倶楽部,日本鉄鋼協会など鉄鋼の業界団体と通産省とは,
各種の定期的な会合や「天下り」等の多面的なチャンネルを通じて濃密な交
流がなされている(5)。 ァゥトロ_である最大手の電気炉メーカーの東京製鉄
鉄鋼関係の業界団体の構造と機能については,同上参照。
1949年から93年までの通産事務次官25人のうち10人が,退官後に大手鉄鋼メー
カーに天下っており,鉄鋼業界が最大の受け皿=「天下り」先となっている。
通産省を交えた業界メーカー,商社などとの接触の場については, きわめて多面的に
設定されている。
通産省業務課長が主催者の「鉄鋼市況対策委員会需要部会」は,毎月1回,鋼材の各
ユーザー部門の代表者を集め,通産省と鉄鋼大手8社の常務クラスが需要見通しをヒア
リングする (仙波恒徳「鉄鋼業における行政指導について (その3)一その実態と役
割一 」『大分大学経済論集』第41巻第1号,1989年5月)。
1965年7月以降,公販制の市況対策委員会総合部会にかわって,毎週月曜日 (第一月
曜を除く)に鋼材倶楽部で開かれる「月曜会」では,大手高炉8社の販売担当役員が,
通産省の鉄鋼業務課,鋼材倶楽部を交えて,そのときどきにおける情勢をめぐり意見交
換している。かつては毎週火曜日に会合をもっていたが,業界活動での共同行為につい
て公正取引委員会より調査メスが入ったために,「火曜会」は一応解散となり,改めて「月
曜会」として再発足したものである。
その他にも,通産省の同席による品種別部会(厚板,薄板,条鋼,線材の四品種),公
開販売協議会(先物品種の売り出し), 日本鉄鋼輸出組合せの会など,メーカーおよび流
(3)
(4)
(5)
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は,「いまの鉄鋼業界は,完全な行政指導による各種規制,網の目が縦横には
りめぐらされており,本来の競争が全く阻まれている」という。また,その
他にも「行政指導という名目での一種の闇カルテル体制」との指摘もみられ
る(6)。
こうしたチャンネルを通じて情報を入手する機会を高炉メーカーが共有し
ていることは,不況対策や新規事業への進出などにおいても利用されている。
そうしたことが,新規分野への進出などにあたっても,各社横並びの一斉対
応を促 し過当競争を引き起こす原因になっているともみられる。
第二に,業界内の水平的協調を基礎にして,大ロユーザーや商社,納入業
者等との緊密な垂直的ネットワークが作り出されてきた。自動車,電機,造
船などの大ロユーザーとは,長期継続取引に基づき量・価格ともに安定した
「ヒモ付き契約」販売(7)がなされ,ユー ザ ・ーニーズの変化に対応した新製
通業者との接触は毎月相当数にのぼる。他の業界に比べて,そうした会合の多さが際立っ
ている点については次の指摘が興味深い。
「ある大手商社によると,鉄鋼部門におけるこれら会合件数や各種関係組織への会合
などにつきまとめたレポートを,本社の管理部隊に手渡したところ,他営業部門のレポー
ト枚数に比べ格段の厚さ (多さ)だったと,その担当者は苦笑。」(田井中肇『新日鉄に
おける失敗の研究』エール出版社,1987年,58～59ペー ジ。)
(6)田井中肇 前掲書62～63ベー ジ。
(7)「ヒモ付き契約」販売とは,鉄鋼メーカーと需要家の双方が,鋼材の販売価格,数量,
品質など重要な取引内容について直接交渉を行ない,契約の取りまとめと代金回収を問
屋が引き受けるものである(今井則義編『現代日本産業講座II 鉄鋼業付非鉄金属鉱業』
岩波書店,1959年,213ページ)。
鉄鋼製品の販売契約形態には,メーカーと需要家とが直接に鋼材の売買契約を結ぶ「直
売」と,メーカーと問屋 (1次間屋)とが売買契約を結ぶものに, 2大別される。日本
では「直売」は極めて例外的で,鉄鋼取引の大部分はメーカーと問屋とが売買契約を結
ぶ形態をとっている。後者の形態は,「ヒモ付き」契約と「店売り」契約とに分かれる(鋼
材倶楽部編『鉄鋼の実際知識 第5版』東洋経済新報社,1980年)。
「ヒモ付き」契約の占める割合は,国内出荷分のうち約70%,高炉メーカーでは
80～90%となっている。大ロユーザーとの間では,直売あるいはユーザー系列の部品メー
カーまで合めた集中購買方式への指向が強まっている (『鉄鋼界』1982年8月号)。
「ヒモ付き」販売の大部分は,図2に見るようにメーカーから需要家に「直送」され,
現物が問屋の手を経ることも少ない。1978年平均では,製品輸送の85%が「直送」で,
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(契約の形態) (輸送形態) (最終需要 )
直  送
鋼材の販売および輸送形態
鋼材倶楽部編『鉄鋼の実際知識 (第5版)』
東洋経済新報社,1980年,95ページ。
図 2
出所
品や技術の共同開発が行われてきた。それがまた,ユー ザーだけでく鉄鋼メー
残りの15%は間屋倉庫経由 (倉入れ)になっている (鋼材倶楽部編 前掲書97ペー ジ)。
問屋は,このような形でメーカーと需要家の間に介人することによって,メーカーの
販売価格に含まれる「内「1銭」を受け取る。この11銭は手数料のようなものであり,そ
の限りでは,間屋は,大メーカーの営業部門の業務を一部代行するだけの存在である。
(今井則義編 前掲書,213～214ページ)。
内日銭は,1958年12月から直送3%,倉入れ5%としたが,取扱い量の増加により59
年5月から,それぞれ2.5%,3.5%とした。その後,倉入れの方は60年8月より4.5%
となる。74年度以降は, ヒモ付き直送3%,倉入れ5%とし,店売りは外国銭とされて
いる (川崎『日本卿 業一 その軌跡― 』酬 新聞社,1982年,410ページ)。
なお,問屋が形式的に介在するにすぎない「ヒモ付き契約一 直送」という販売形態
は,日本に特異なものである。とくに,総合商社の鉄鋼取引形態は,大口需要,「ヒモ付
き」契約一 直送が中心である。鉄鋼受給の拡大とともに総合商社の扱い量が増加し,
取引比率においても1965年の50%から1978年には60%へと増えている(鋼材倶楽部編
前掲書,98ページ)。
しかし,社会的機能からみれば,こうした販売形態は「不合理」であり,「さらに大き
な不合理ないし不正を生む温床となりうる」との警鐘が,すでに1950年代からなされて
いた。他面では,これによって,大メーカー側では,問屋による金融リスクヘッジや金
利負担など,「間屋の金融機能を利用」する。こうした機能は,専門商社に対する総合商
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カーの品質や技術,コスト競争力のアップや需要の拡大につながるという「良
循環」を生み出したのである。
1950年代から60年代にかけては,高炉メーカーのイニシアテイブでユー
ザーとの共同研究が組織されたり,複数メーカーと複数ユーザーといった業
界同士のケースもみられた。しかし,1970年代以降になると,鉄鋼メーカー
の企業内技術開発体制が整備されユーザー側の発言力も相対的に強まるなか
で,単独のユーザーと単独の高炉メーカーとの共同研究の比重が高まる傾向
がみられる(8)。
一方,海外原料の開発・輸入および製品の販売・輸出という入日と出口に
おいては,商社との緊密な取引関係が構築されている。原料輸入や製品販売
の契約ルートが確立すると,製品の「ヒモ付き」販売にみられるように商社
のタッチする部分はきわめて限られるが,彼らに支払われる日銭は新日鉄だ
けで年間500億円に上る(9)。これは,「眠り口銭」ともいわれ, 日米構造協議
において米国側から取り上げられようとしたものである(1°)。 今日において
社の優越性を高めるテコになった (今井則義編前掲書,214～215,282ページ)。
なお,欧米で間屋というのは, 自ら在庫を持っていて,そこから販売を行なうス トッ
キストのことをいい,「ヒモ付き」販売だけを行なうものは間屋とは認められていない。
また,欧米では,一般に専業間屋が主であって, :I本のように総合商社がその一部分と
して鉄鋼を取 り扱う業態はほとんどないようである。
米国では,「直売」分が80%と圧倒的に多く,大日需要は「直売」で販売業者は介在せ
ず,現物は直送される。西 ドイツの場合, 日本と同様に「直売」,「ヒモ付き」直送,問
屋の「店売り」等があり,間屋経由は80%と高いが,間屋組合に加入する資格としては
在庫を保有することが要求される点が異なる(鋼材倶楽部編 前掲書 117～119ページ)。
(8)十名直喜「第二次大戦後における日本鉄鋼業の技術開発体制一  [1本型鉄鋼技術カル
テルと技術水準の評価一 」
『産業学会年報 第4号』1989年。
(9)長井亨‐「鉄冷えからの脱出難 しい高炉業界」『エコノミスト』1994年4月511号。
(10 1989年7月,米国通商代表部 (USTR)のヒルズ代表は,対米鉄鋼輸出の自主規制協
定 (VRA)の延長について「過渡的な措置」と強調し;鉄鋼貿易に関する種々の障害を
除去する国際的な枠組みづ くりに取 り組むとのべた(読売新聞 1989.7.26付け)。その後,
ウィリアムズ次席代表は日欧の鉄鋼輸出国をまわり, 自由化のための二国間協定案 (鉄
鋼貿易自由化提案)を提示した。
米国提案では, 日本国内の鉄鋼販売の大半を扱う総合商社に対し,鉄鋼メーカーが||
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は,これは高炉メーカーが支払う商社 との緊密な関係の維持コス トとして,
鉄鋼市場カルテル体制を商社がバックアップするという機能をはたしている。
重機メーカーとの関係 も,鋼材の大ロユーザーであるとともに機械設備の
納入者でもあるという,相対 (互恵)取引がなされ緊密な関係が成立 してい
る。その他,耐火物や資材,国内原料などの納入業者との関係 も,長期継続
取引がなされ資本や人材派遣, さらには共同開発などの緊密な関係を持って
いる。平炉から転炉への転換にあたって耐火レンガの開発に迫られた際には,
八幡製鉄は黒崎窯業や九州耐火レンガとの共同開発によって乗 り切った例な
どがみられる(11)。
第四に,企業内のシステム,すなわち鉄鋼生産システムとそれを支える企
業内のバックアップ・システムについても, 日本型特質がみられる。まず,
鉄鋼生産システムのハー ドウェアについては,臨海立地の大規模な銑鋼一貫
製鉄所があげられる。欧米の鉄鋼先進国においては,それまで原料に近接 し
た内陸立地の製鉄所が主流であった。戦後の日本において一斉に出現 した市
場指向の臨海立地への転換(12)は,他方において遠隔地の海外原料を大型の
専用船・兼用船で輸送 し水深の港湾設備を有する製鉄所岸壁より荷揚げし,
反対の岸壁から製品を出荷するという,製鉄所レイアウ トの転換と輸送革命
をもたらしたのである(12)。製鉄所内においては,最新鋭の機械・装置体系が
合理的な物流 にそって配置 され,生産管理から販売出荷に至るまでコン
銭の支払いなど「優遇措置」を講じる見返 りに,鋼材輸入を制限していると指摘 し,鉄
鋼メーカーと総合商社の緊密な関係の見直しを求めている。
これに対し,大手商社は「ディリバリーやクレーム処理などの対価として受け取って
いるのであり,優遇措置ではない」と反論する。しかし,実際には大手商社がほとんど
鉄鋼輸入を手懸けてこなかったのも事実である。その背景には高炉メーカーの「暗黙の
圧力」が強く働いてきた。例えば,需給逼迫時に「一部商社が緊急輸入に踏み切る時に
は,国内メーカーに対していちいちr解を求めるなど,長い付き合いからくる暗黙の圧
力というのは厳然としてあるようだ」との指摘がみられる (日本経済新聞 1989.8.12付
け )。
(■)レオナード・H・リン『イノベーションの本質― 鉄鋼技術導入プロセスの日米比較
― 』遠田雄志訳 東洋経済新聞社,1986年,72～73ペー シ。0 ノヽ幡製鉄所は,国内資源 (特に筑豊炭田)指向を背景としてその立地を決定したが,
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出所
各国主要製鉄所におけるコンピュータ利用
①日本鉄鋼連盟「わが国鉄鋼業の技術力」1992年
ピュータによって一貫 した総合管理がなされている。各国に比べてコン
ピュータの導入がきわめて高 く(図3),またダイナミック制御が進んでいる
のも日本の製鉄所の特徴である(13)。人間の高度な熟練や判断の機能について
その操業に至るまでに有力な鉄鉱山が発見されず,稼動に際して使用した鉱石は中国の
大冶鉱石や朝鮮などの海外鉱石であった。また,操業開始後まもなく,炉内冷固によっ
て高炉作業不能に陥るが,国内炭の品質 (粘結性不足)に起因するものであつた。1910
年に中国の開平炭や本渓湖炭を輸入して,この問題を解決している。(山口貞夫『高炉工
場の立地と変遷』大明堂,1988年,30～36ペー ジ)。
当初,“陸主海従"のレイアウトを持った人幡製鉄所は,洞海湾中に築造した洞岡工場
(1930年に第1号高炉火入れ)によって,航洋汽船の接岸する港を中心とする “海主陸
従"の大臨海工場へと転身したのである。当時,欧米では海中に浮かぶ埋立地にまで進
出した鉄鋼工場はまだ見いだされなかった。「鉄鋼工場の立地パターンを再編することに
成功した」という意味で,「洞岡工場の出現は,まさに驚異的であった。」(同上,46～47
ページ)。
1953年に第1号高炉火入れの千葉製鉄所は,従来よりはるかにコンパクトな配置で,
工場全体が理立地上に新規に建設され,はるかにその臨海度は高く,(同上,68ページ),
その後に相次いで出現する臨海立地製鉄所の先駆をなし,モデルとなった。
(1)日本の製鉄所システムは,1欧米先進国向けに多くのシステム, ノウハウ輸出や技術指
導の実績があり,「その内容,規模共に最高の水準にある」とみなされている。その背景
として次の点があげられる。
① 新鋭製鉄所建設の際にコンピュータが導入され,大型化や合理化の方向が極限にま
で高められる相乗効果を持つものであったこと。
② 国内では激 しい競争や厳しいユーザーニーズがあり, また製品のかなりの部分を輸
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も,コンピュータ制御による代替が進められている(14)。
第五に,鉄鋼生産システムのソフトウェアについては,多能工化による少
数精鋭主義,能力主義管理等において日本の特徴が際立ってみられる。多能
工化を図るために, ジョブ 。ローテーションが,現場作業,ホワイトカラー
のいずれの分野においても,その範囲が異なるとはいえ,進められている(15)。
出するに伴って多くの規格や異なった商慣習に直面するなど,これらに対応するため
にもコンピュータの機能が必要とされたこと。
③ 新技術の導入に積極的で研究熱心であったこと, また合理化の結果生ずる操業方法
の変更や省力化に対しても労組が「協力的」であったこと,等があげられる。
これは,新鋭製鉄所が少なく,合理化に対して労組の強い反対があって,「省力化」が
製鉄所のシステムの目的とはなりえなかった欧米の状況とは,対照的といえよう。ただ
し,製品の輸出比率が高く,多種少量のロット生産を強いられているなどの共通基盤を
持つヨーロッパの製鉄所は,似通ったシステム構成をものも少なくない (『鉄鋼界』1979
年 12月号)。
(10 1^名直喜「鉄鋼業における熟練・技能の特質と継承問題 (上)(下)」『名古屋学院大学
論集 (社会科学篇)』 Vol.31 No.1, 2,1994年7月,10月。
(1, 大学卒の事務・技術系社員については,職種を全く異にする部門とか,製鉄所をまた
がるような形で,できるかぎり広い範囲のジョプを経験 し,マスターするためのジョブ・
ローテーションが本社で統一的に行なわれている。
こうしたゼネラリスト指向のローテーションが行なわれてきた背景には,「一つひとつ
のセクションの長には必ずしも専門家がいなくても仕事ができるような仕組みになって
いる」というシステム的状況がある。例えば,鉄鋼製品の販売においては,「完備した流
通機構があり,製鉄会社の営業担当者が実際に売り買いをしているわけではない」から
である。
一方,技能系社員については,担当している職務を軸としてこれが広がりを持たせて
いくという形でのジョブ・ローテーションが大部分である。しかも工場 (課)単位ある
いは係単位で,定期的にまたは適宜それぞれの所属長の判断と責任において実施されて
いる。これを作業現場では,「組替え」とか「定期配置換え」と呼んでいる。
鉄鋼の生産工程は,一つの工場 (課)の中にも数多くの工程があり,生産を遂行して
いくうえで自分の担当職務だけでなく,前後の工程についても熟知し,経験を積んでお
くことが,品質向上, コス トダウンにも大きく影響する。したがって,必要に応して前
後工程の職務も経験させて工場運営の効率化を図っていくことが必要となる。このため,
現場の工場長や係長などが,かなり自由にジョブ 。ローテーションをやっている (田中
博秀「日本的雇用慣行を築いた人達― 小松廣氏に聞く(3)」『日本労働協会雑誌』277税
1982年4月)。
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また,企業内教育が昇進・昇格管理と結び付けられ体系化されて(16),能力主
義管理が強化されている。「自主管理活動」が作業現場を中心にほとんどの職
場で小集団単位に網の目のように組織され,各工程や作業の継続的な改善,
情報交流や技能継承の場 となり,企業内教育を補完するものとなってい
る(17)。現場重視の研究開発や研究所と生産現場との日常的交流・接触などに
よって,現場に密着した技術の開発や改良 。応用が進められている(18)。さら
に,海外における鉄鋼関連の技術動向や資源,市場などの情報を,商社,政
府機関および業界団体を重要な担い手とするマルチ・チャンネル・システム
によってキャッチすることによって,カバーしている(19)。また,製鉄所にお
ける下請化率が高いのも日本の特徴であり,親会社との賃金 。労働条件の格
差構造の上に統合管理されている(20)。
(16)「技能系社員の人事管理のかなめ」をなす作業長制度は,1958年から62年にかけて,
いち早 く新鋭製鉄所に導入され,続いて63年から66年にかけて既存製鉄所に導入され
た。この作業長候補者教育を媒介にして,企業内教育の体系化が図られていく。その重
点は,「ライン・エンド・スタッフ制に対応した階層別教育を中心とした体系」であり,
これらの教育が昇進管理と結び付けられていった。
例えば,作業長の選定については,次の4つのステップニーヤ)工場長の推薦者を対象
にした選抜試験,(口)4カ月間にわたって会社的に統一して行なわれる作業長専科教育,
内作業長候補者研修と卒業試験,(二)作業長発令― がある。まさに作業長候補者教育は,
作業長への昇進するうえで不可欠なステップとして位置付けられている。
1960年代後半には,「階層別教育の全盛の時期」を迎える。「能力主義的管理に基づ く
処遇系列が設けられ,一定の教育を昇進の資格要件とする」方向がさらに強められていっ
た。(田中博秀 前掲インタビュー,および道又健治郎編『現代日本の鉄鋼労働問題』北
海道大学図書刊行会 1978年,160～162,191ページ, 日本鉄鋼連盟『鉄鋼十年史一 昭
和43～52年一 』日本鉄鋼連盟,1981年,633～634ページ)。
(lη 少数精鋭主義の追求によって,「0。J・Tはギリギリの要員のために充分なかたちを
とりえな」くなる矛盾に直面する。この中で企業は,「自主参加の専門教育」と自主管理
活動によって,それを補完するようになった。(道又健治郎 。木村保茂・藤沢健二『鉄鋼
業の「合理化」と企業内教育1-北海道大学教育学部産業計画研究報告書第11号一 』
1974年,218ページ)。
(10 『鉄と鋼』等の専門誌に発表される技術論文は,研究所と製鉄所の人間の連名による
ものが多い。これは,現場への適用段階において製鉄所の技術者に強力をあおぐことが
多いからである。研究所と事業部の技術者は, 日常的にコンタクトを取っている。製鉄
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第六には,鉄鋼生産システム, とりわけそのソフトウェアを支える企業内
のバックアップシステムとして,人事考課システムや企業内労働市場,企業
別労働組合があり, 日本的な特質が顕著にみられる。人事考課システムにつ
いては,日本的な修正を施した(21)作業長制度やライン・スタッフ制度の下で
能力主義管理が導入されたおり, きめ細かな個別管理に基づいて企業への貢
献性や個別目標管理による査定が貫かれている。
次に,企業内労働市場については,下請企業との賃金や労働条件の格差が
所には毎日のように研究所の人間が入りこみ,検査や現場観察,会議などを行なってい
る。(川瑞望「B製鉄所技術開発本部ヒアリング記録」『大阪市立大学経済研究所ワーキ
ング・ペーパー』No.9401 1994年12月)。
(19 レオナード・H・リン 前掲書,166ページ。
(20)鉄鋼大手の下請企業は,1まとんどその全作業が構内作業であって,製鉄所の作業体系
のなかに完全に組み込まれており,鉄鋼大手企業別に「専属状態」にある。製鉄所は,
「下請企業群を統制管理し」,そこでは「競争にかわって統制が支配している」(鉄鋼労
連・労働調査協議会編『鉄鋼産業の労使関係と労働組合』日本労働協会,1980年,175～178
ページ)。
1960年代以降,新鋭製鉄所の建設を基軸とする設備の近代化。大型化に伴って,製鉄
所における外注。下請化が進められた。新日鉄室蘭製鉄所の例をみると,下請化率は1955
年の20.2%から76年には50.2%に増大している。1976年の平均下請化率は,全鉄鋼企
業 (46社)で43.8%,鉄鋼大手5社の新鋭製鉄所では57.1%となっている。下請企業の
労働条件は本工と比べて歴然とした格差があり, 3K職場で低賃金による長時間労働の
下におかれている。基準内賃金が本工に比べて6～7割と低いため時間外労働によって
補瞑 し,月間50～60時間も長く働いても,なお絶対額では本工の8～9割にとどまって
いる。(石田和夫編『現代日本の鉄鋼企業の労働』 ミネルヴァ書房,1981年,91～92,
232～234ページ)。
の 米国のフォアマン制度では,「工場ではフォアマンが各担当セクションについては採用
から解雇にいたるまではとんど完全に近い人事権をもっていた」。また,フォアマンの権
限を明示するという思想が強く,「決定」するという文言が非常に多い。
これに対して, 日本の作業長制度においては,採用・解雇に関する人事権は人事・労
働部門に集中されている。さらに,「作業長職務明細書」に提案義務が多く課せられてい
るように,「決められたことを決められたとおり正確にやるということ以上に,何かプラ
ス・アルファを生み出すための役割を期待しようとしたところに最大の狙いがあった」
(「日本的雇用慣行を築いた人達一 小松廣氏に聞く(2),()一―」『日本労働協会雑誌』
276,277号,1982年3,4月)。
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つくりだされ,その上に親企業の長期雇用や企業内福祉がなされてきた(22)。
正社員の中でも,女性は事務の補助,早期退職を前提に採用され,年功制の
枠外とされバッファーとされた(23)。この仕組みは,1980年代後半以降の減量
経営「合理化」のもとで,下請企業の選別・淘汰や中高年層や管理職層の出
向・転籍の拡大によって大きく変容するに至っている(24)。系列企業や子会社
へ個別にあるいはグループ単位や部門ごとに移されるというやり方が拡大し
ている。こうして,これまでの長期雇用は,同一企業での雇用契約という枠
02)鉄鋼大手の各製鉄所は,各地域社会のなかできわめて大きな比重を占めており,企業
城下町的な様相を呈している。フリンジ・ベネフィットの中心をなす持家政策により,
会社の融資で会社の造成した分譲地にマイホームを持ち,事業所を中心に「ムラ」を形
成している。企業コミュニティにおいては,「責任の体系」に基づき企業官僚制が現場の
末端まで貫徹されている。そこでは,「職業生活の目標が昇進におかれ」ており,競争的
昇進制度が労務統括機構の中心となっていて,「昇進コミュニティ」とも呼ばれる (鉄鋼
労連・労働調査協議会編 前掲書,154～159,178～179ページ)。
99 住友金属工業の女性社員7人により,「昇進,賃金などの待遇が男性社員に比べて著 し
く低い」との労働省への訴えによると,勤続 19～35年の同じ高卒男子に比べて年収レベ
ルで2倍近い格差が生じている (読売新聞1995年2月21日付け)。
20 1985年9月のG5(五ケ国蔵相会議)におけるプラザ合意を契機に,急激な円高・ド
ル安の局面に突入した。これによって鉄鋼産業の構造不況が増幅され深刻化する中で,
鉄鋼大手各社は1986年11月から1987年2月にかけて相次いで「中期経営計画」を発表
し,戦後最大の「合理化」に着手した。高炉の体止 (5社合計で8基)や圧延設備の体
止などを合み, 4万4,300人(5社合計)にのぼる要員削減をいずれも2年から4年で
行なおうとするものである (『経済』1991年6月号)。 その結果,在籍人員は,18.10万
人 (86年3月末)から13.79万人 (90年3月末)へと減少している。この間に,出向者
の数も3万人近 く増加しており,人員削減の主要な方法の一つであったことがうかがえ
る。
円高が進行し鉄鋼不況が長期化する中で,1993年月から10月にかけて,高炉大手各
社は経営計画の見直しを発表 した。この中で,各社は,ホワイトカラーを中心に95～96
年度までに要員を10～20%削減することとしている。さらに,95年3月に,各社はこれ
らの要員削減計画を前倒 し, または上積みを発表した。とりわけ,管理・間接部門の簡
素化による「小さな本社」の実現に向けて,高炉5社では,この3年間で8,900人のホ
ワイトの削減 (削減率20%)が計画されている (『鉄鋼の IE』1995年1月号)。 なお,高
炉5社の要員削減数は,この3年間で2万5,500人が計画されている。出向社員の「転
籍」,早期退職者優遇制度の拡充などあらゆる手が打たれている (日本経済新聞1994年
11月9日付け)。
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組みをも外し,系列・子会社などを合めて何らかの雇用の場を提供するとい
う形に変質してきている。高度成長期に採用が拡大 した女性についても,減
量経営「合理化」により大幅に削減され,派遣社員によってカバーされる傾
向が目立っている。
以上にみてきた鉄鋼の企業内システムは,高い忠誠心やモラールを引き出
し,高生産性や高品質,低コス ト化を実現させてきた。さらに,社会的な鉄
鋼のバックアップ・ システムによって,鉄の威信が確保され,協調と競争の
ダイナミズムを生み出したのである。
しかしながら,この鉄鋼システムは,他面からみると大手高炉メーカーの
協調型支配体制に好都合なものであったことも否めない。独立系電炉メー
カーにとっては高い参入障壁をつ くり,また輸入鋼材商社にとっても,高炉
メーカーによって常に監視され大ロユーザーヘの参入を阻まれるという制約
の高いシステムでもあった(25)。後発の高炉メーカーにとっても,高度成長期
には既存秩序を守ることが強制されており,いわゆる住金事件 (1965年)(26)
ID 鉄は国内産を利用するのが常識とされた時代から鉄鋼輸入を手懸けてきた輸入商社に
とっては,これまで苦難の連続であったという。
横山守雄「日本鉄鋼輸入協会」会長・大成通商社長は,輸入鋼材を始めた1970年代当
時を次のように振り返る。「鋼材が陸揚げされた港から顧客の手にわたるまでのルー トを
すべて監視された」。購入していることをつきとめられたユーザーには「なぜ輸入鋼材を
使うのか」と圧力がかかり,輸入商社は「国賊扱いされた」という。
輸入商社の仕事がやりやすくなったのは円高基調に転した1981年頃とのことである。
その後,三菱重工業,三菱自動車など三菱グループを中心に輸入鋼材の動きが広がる中
で,鉄鋼輸入商社は「ようやく我々の仕事が認められるときがきた」と意気込む。1994
年6月,「日本鉄鋼輸入協会」の例会が初めて東京都内で開かれた。高炉大手の営業部隊
が活発に動いている東京で例会を開くことは,これまで考えられなかったという。(日経
産業新聞1994年7月27日付け)。
米国通商代表の94年報告 (「外国の貿易障壁」)では, 日本の鉄鋼の流通が商社によっ
て扱われ,これら商社はしばしば輸入鋼材を扱うのを拒否していると指摘する。商社が
拒否する理由は, 日本の主要な総合鉄鋼メーカーが,輸入鋼材を扱う商社との取引を減
らしたり中止 したりする恐れがあるからだといわれている(日本経済新聞1995年3月2
日付け)。
16)1965年11月,通産省は住友金属工業に強権を発動した。市況悪化で大手鉄鋼メーカー
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にもみられたように通産省による許認可権を楯にした制裁措置の脅しによっ
て最終的には妥協することを余儀なくされてきた。
高度成長下で機能してきた競争的協調体制は,1970年の新日鉄の成立に
よって寡占的側面が強化され, さらに石油危機以降は鉄鋼需要が低迷するな
かで「秩序」維持型協調,すなわち「協調的寡占体制」をより鮮明にしてい
く(27)。そうしたなかにあっては,価格面での強固なカルテル体制の下で,非
価格競争が強まる。鋼材に対するニーズが高度化・多様化するなかで,一方
では省エネ・省資源化の技術開発や設備化を図りつつ,他方では「高級鋼化」
路線への傾斜を強めていった。こうして,大ロユーザーとの共同研究の活発
化や技術開発投資の拡大,ユー ザー・ニーズのきめ細かな対応,ジャスト・
イン・タイム納入などが進められた。
鉄鋼中進国の台頭や国内における電炉メーカーの躍進は,低価格化と品質
面での急速なキャッチアップによるものであり,総合デパート的な高炉メー
カーの市場支配に風穴をあけた。そうした動きがまた,高炉メーカーの「高
級鋼化」路線への傾斜を強めさせる方向に作用した。「バブル経済」下にあっ
ては,大ロユーザーとの密接な交流,情報交換がユーザー・ニーズ対応型の
多様な規格に見合った新製品の開発をもたらすとともに,そうした成果をテ
が一斉に減産に向かう中で,住金は通産省の粗鋼減産指導に異を唱えた。通産省は「言
うことを聞かないなら粗鋼生産用の原料炭輸入割 り当てを削減する」と通告した。事件
の背景には,粗鋼生産シェアをめぐる八幡,富士製鉄の先発組と住金,川鉄などの後発
組の争いがある。しかし,一段の市況悪化もあって,住金は同年 12月末に矛を収め,通
産省の指導を受け入れた。(日本経済新聞1994年11月6[1付け)。
0 新日鉄の出現に伴い,「かつての通産省主導型・競争的寡占型から,新H鉄主導・協調
的寡占型に,鉄鋼界の体質は変化の一歩を踏みだした」(『エコノミスト』1970年12月15
日 )。
また,新日鉄成立以前における鉄鋼企業間の協調行動は,「行政主導型(より正確にい
えば通産省主導型)のカルテルー 行政指導をかくれみのとする一 」ともみられる。
新日鉄という圧倒的なガリバー企業の登場によって,「通産省の積極的な行政指導を鉄鋼
業界が必要としない状況となった」とされている (仙波恒徳 前掲論文)。
しかし,新日鉄成立後も「官民協調カルテル」は機能し,石油危機や急激な円高に伴
う鉄鋼業界の「経営危機」に対する救済型あるいは政策支援型の性格を強めていく。
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コにユーザーとのインフォーマルな共同関係の強化も進んだのである。
3.原型 (骨格)の形成・確立
(1)戦前の原型と戦時下の変容
戦前の日本鉄鋼業は,植民地 。半植民地の原料資源に依存し,膨大な軍需
に支えられて発展した。銑鋼一貫の官営八幡製鉄所を頂点に,平炉・単圧メー
カー主体の民間企業とによって構成され, さらにその底辺に広範な植民地圏
の資源と製鉄事業が存在した(28)。民間の財閥企業のほとんどは,資金事情や
鉄鋼資源確保の困難な事情から,外国銑とスクラップの使用を前提とする平
炉メーカーとして出発する(29)。
銑鋼一貫作業の立ち遅れに伴う銑鉄の不足は,低廉なインド銑と植民地銑
(特に鞍山銑)によってカバーするが,やがてはこの安価なインド銑と植民
地銑が民間製銑企業を破綻に追い込んでいく(30)。_方,鋼材については,製
鋼 。圧延技術の遅れが鋼材のコスト高を招き,品質的にも機械工業に必要な
鋼材を自給するのを困難ならしめていた(31)。また量的にみても,官営八幡の
鋼材はまず軍需 (兵器素材)に向けられ,一般鋼材は輸入に依存する体制で
ぁった(32)。鋼材の生産が輸入を上回り,定着するに至ったのは,表1にみる
ように1925年以降のことである。
この原型は,戦時体制が進む中で大きく変容していく。第一次大戦後の恐
慌に直面して,国家の奨励の下にカルテルの組織化が進み,主要品種ごとに
販売・生産カルテルがつくられていった。その後,カルテル体制が強化され
ク8)山田盛太郎 F日本資本主義分析』岩波書店,1934年,117ページ。
(29)今井則義編 前掲書,34～35ペー ジ。
00 南克巳「戦後重化学工業段階の歴史的地位」『新マルクス経済学講座 第5巻 戦後日
本資本主義の構造』有斐閣,1976年,31ページ。
01)「鋼材においては,製鋼,圧延技術の立ち遅れのために, 日本の価格は欧米より高く,
大正10年12月の棒鋼価格をみると,アメリカ69円,イギリス88円, ドイツ90円,ベ
ルギー73円に対し, 日本は126円であった。」(今井則義編 前掲書,44ページ)。
(32)南克巳 前掲論文,19ページ。
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表1 官営時代における銑鉄・鋼材の生産 。輸入推移
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トン)
鋼   材
暦 年 ??
?
?
?
?
??
?
??
?
?
?
??
給
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
343    76     4
6
71
168
533
],043
1,921
2,792
3,322
出所:川地 F日本鉄鋼業一 その軌跡― 』螺 新聞社,1982年,14ページ
ていくが,世界恐慌 (1929年)による鉄鋼業の危機は,カルテルや関税等に
よる保護策では解消できず,国家 トラス トとして日本製鉄の成立 (1933年)
をみるに至る。日鉄中心の鉄鋼行政によって,アウトサイダー企業の高炉建
設が抑制される中で,銑・鋼のアンバランスが一層拡大 し,インド銑と植民
地銑さらには米国スクラップの輸入が増大する(33)。銑 。鋼アンバランスが極
大化 し,原料基盤における植民地への資源。銑鉄の依存と欧米圏へのスクラッ
プの依存という二重の依存が深化するのである(34)。
戦時体制が強まる中で,一方においては銑鋼一貫体制創出策への転換が図
られるとともに,他方においては国家統制へと展開する。1941年4月には鉄
鋼統制会が他業種に先駆けて設立された。同年 8月に「重要産業団体令」が
発令され,統制会は他産業に拡大されていく。統制会は計画遂行の管理とモ
ニタリングを行う機能をビル トインした指令的計画経済システムであり,戦
後における政府と業界団体の政策策定,遂行における分業関係の原型が成立
した(35)。また,1938年には国家総動員法が制定され,企業間の労働移動の制
00 今井則義編 前掲書,48～52ペー ジ。
00 南克巳 前掲論文,32～35ペー ジ。
(3' 米倉誠一郎「業界団体の機能」『現代日本経済システムの源流』日本経済新聞社,1993
年,191～92ページ。
銑   鉄
全国
生産 八幡 釜石
中国 その
地方 他
輸移
人
自給
率
?
?
?
? 八幡釜イi地;;亀の輸 入 輸 出
?
??
?
??
?
??
?
??
?
??
1    14   167  66
輸西
19    24   389    57
11    15   40     63
318    77     8
49
125
188
521
685
1,162
1.437
1,728
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(部単位)
(課単位)
(掛単位)
図4 八幡製鉄所産業報国会組織図
出所 :飯田賢―。大橋周治・黒岩俊郎編『現代日本産業発達史 (IV)鉄鋼』交詢社出版局,
1969年,370ページ。
限も強まるなかで,図4にみるように産業報国会が職場ごとに組織され職 。
エー体の組織的運動の下で企業一家的労務管理が浸透する。こうした状況下
で,1939年以降には賃金統制下の例外的部分として付加的諸手当給の比率が
高まり「生活保障的給与」へと性格が変化する(36)。1940年頃には日本製鉄に
おいて,定期昇給制度が事務職員だけでなく傭員にいたるまで確立するに至
る(37)。
00 飯田賢―・大橋周治・黒岩俊郎編『現代日本産業発達史 (IV)鉄鋼』交詢社出版局,
1969年,368～372ページ。
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表2 鉄鋼にみる対日賠償計画の推移
48年5月発表
シ ョ ン ス ト
ン  報  告
圧
延
銑
鉄
452万トンを残
置撤去なし
鋼
塊
803万トンを残置
撤よはなし
1.093″トンを残
晨 撤ムはなし
(注)現有生産能力はス トライク報告による。
出所 :毎日新聞 1978731付。
(2)戦後の原型の形成と確立
第二次世界大戦後には,GHQ占領下において,日本国憲法が制定され,労
働立法や教育基本法,独占禁止法などがつくられた。労働組合が合法化され,
教育改革や農地改革が進められた。「過度経済力集中排除法」によって, 日本
製鉄は1950年に八幡製鉄・富士製鉄に分割され, 日本鋼管も合めて高炉メー
カーの競争条件が生み出された。さらに,鉄鋼統制会は解散され,新しい組
織へと衣替えする。
日本経済の戦後復興については, 日本経済が軍事的脅威とならないように
GHQから強い制約がはめられていた。鉄鋼生産の規模も表2にみるように
当初は200～300万トン以下に抑えられている(38)。また,海外の植民地資源を
喪失するも,国内原料のみによる鉄鋼生産という占領軍の方針を反映 して,
海外原料の輸入は抑えられた。復興にあたっては,国家統制の下で傾斜生産
方式が採用され,鉄鋼業は最重点の戦略産業として位置付けられた。また,
傾斜生産方式の実施を契機に, 日本政府は鉄鋼用重油をはじめとする鉄鋼燃
料の輸入許可をGHQから獲得する(39)。ここに,国内資源による鉄鋼生産と
いう占領当初にGHQが想定していた枠組みを超えて,海外の原料資源に依
存するという生産体制の端緒となった。統制においては,戦前の鉄鋼統制会
00 田中博秀 前掲インタビュー (「[連載インタビュー]日本的雇用慣行を築いた人達
一 小松廣氏に聞く(3トー 」ー)。
(38)飯田賢―・大橋周治・黒岩俊郎編 前掲書,387ページ。
(39)同上,394～397ページ。
46年11月発表 48年2月 48年2月1945年12月 46年5月-12月
最  終
米国務・陸・海=省委員
会案
(ストライク報告A部)
ス トライ タ案
(ストライタ報告B部)
現有生産
能 中 ‖, 案
?
?
??
?
??
?
200万トンを残置
100万トンを撤去
452万トンを残
置撤去なし
452万トン 200万トン以 li
の能力を撤去
50万トンを残置
500万トンを撤去
350万トンを残置
290,'トンを撤去
803″トンを残置
撤ムはなし
800,トン 350万トン以 li
の能力を撤去
225万トンを残置
900万トンを撤去
撤去対象評価額
は 3億9,031ガ
4千1:1(1939年
円)
1.093万トンを残
置 撤■はなし
1.093万
トン
生産250万
トンを超え
る全鉄繊加
11能力を賠
償として撤
去 277万5千トン以
卜の能力を撤去
150万トンを残置
600万トンを撤去
265万トンを残置
155,,トンを撤■
36 名古屋学院大学論集
の人脈やノウハウが継承される。
米ソ対立を軸とする冷戦体制に移行する中で,米国の対日占領政策は軍事
力とその経済的基礎の解体から育成 。強化へと漸次変化 していくが,朝鮮戦
争を契機にして決定的に転換する。極東アジアの前線基地として日本経済を
復興 。発展させるために,それまでの制約が外されていった。米国の軍事 ,
技術,資金,市場などへの依存が強まる。対日政策の転換は,戦略産業とし
ての鉄鋼業において顕著に現われた。米国政府による日本鉄鋼業の育成政策
は手厚いものとなり,米国鉄鋼業の技術や管理システムが導入され東南アジ
アなどの鉄鋼資源の開発条件が整備されていく。
以上にみるように,第二次大戦後における内外環境の変化の下で, 日本鉄
鋼業の戦後システムの原型が復興期から高度成長期に形成されていった。戦
後に出現 した新 しい内外条件としては次の点に集約できる。
一つは,冷戦体制の下で米国の対日政策が転換 し,極東の前線基地として
日本経済を復興 。発展させるべ く,その戦略産業 として鉄鋼業の育成に力を
入れたことである。戦前 。戦後の膨大な軍需を失った日本鉄鋼業は,国内の
民需と輸出に依存せざるをえなくなる。朝鮮戦争を経て,米国の対日単独講
話,「日米経済協力」の具体的方針が明確にされていく。日本鉄鋼業は,世界
市場との関連で圧延設備の近代化と技術導入を迫られ,「トップ。レベル調査」
(1951年)を経て,第一次合理化計画へと連動 していく。1951年のGHQ経
済科学局長マーカット声明において,「製品の質と価格競争の基礎」に立つな
らば米国および世界市場への参入が可能であることが示され,国際競争力を
確保することが至上命題 となった(40)。
二つは,鉄鋼原料資源をめぐる環境の変化である。敗戦によって,戦前の
日本鉄鋼業の有利な条件であった近隣植民地 。大陸の鉄鋼原料との結合が切
断された。 しかし,他方では,戦後,民間開放運動が世界的に高場 し植民地
が相次いで独立 していくなかで,経済自立に向けて新興独立諸国の資源開発
意欲が高まり,米国系鉱業資本の進出が活発化する。それまで,欧米の鉄鋼
(40)同上,424ページ。
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先進国内部の開発にとどまり枯渇化の傾向を見せていた鉄鋼資源の開発分布
状況は,ここに世界的な地殻変動をもたらした。東南アジア,豪州,南米 ,
カナダ,南アフリカ等の新地域において鉄鋼原料資源の新開発時代が出現す
るに至る(41)。
三つは,独占禁止法が制定 (1947年)され, また日本製鉄が八幡・富士に
分割されることによって,鉄鋼業界における競争条件が新たに形成されたこ
とである。日本製鉄が純民間企業 2社に分割されることにより,「民業を圧迫
しない」というそれまでの国家規制がなくなった。ここに,独占的銑鉄供給
力をもって平炉メーカーの死活を握る競争企業が出現 したという危機感が,
平炉メーカー3社 (川鉄,住金,神鋼)による高炉部門への進出を促すに至
る(42)。こぅして,先発高炉メーカー3社の中に後発3社が割 り込み追い上げ
るという,高炉メーカー6社を軸 とする競争的枠組がつ くり出された。
四つは, 日本経済の復興にあたっては国家統制が敷かれたが,鉄鋼業にお
いても戦時の鉄鋼統制会におけるノウハウや人脈は通産行政や業界団体,企
業経営に継承され,戦略産業 としての鉄鋼業に国家の手厚い支援が向けられ
たことである。統制会を通 じて民間の事業計画を集大成 して産業育成政策を
推進 してい く手法 は,鉄鋼業の第一～二次合理化計画にも応用されてい
く(43)。
以上にみるような内外環境の変容の下で, 日本鉄鋼業が急速に復興 し,め
ざましい発展を遂げていく。その中で, 日本型といえる特質をもった鉄鋼シ
ステムを作 り出したのである。
第一に,鉄鋼資源の国際的分布の変容の下で,海外資源に全面的に依存す
る方向を選択 したことである。日本国内は,鉄鉱石資源に恵まれず,良質の
原料炭が少ない。海外資源を開発する技術やノウハウ,資金をもつ国際資源
企業 も育っていない。鉄鋼メーカーも最優先の設備投資に追われ, しかも借
0 高橋亀吉『戦後日本経済躍進の根本要因』日本経済新聞社,1975年,25～31ペー ジ。
(0 米倉誠一郎 前掲論文 (「戦後日本鋼 業試論一 その連続性と非連続性一 」),203
ページ。
(43)同上,195ページ。
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表3 原単位別立地重量の分析とその推移 (1881～960)
IV期(1959～60)
???????
、,
地
董
量
33
27
10
(注)1)工期の原単位重量は釜石製鉄所第 :期操業期の実績 より推定算出, 11期の分は日本鉄鋼史,明治編,p78,In期
分は製鉄業参考資料 よりそれぞれ算出す。IV期分はそのときの実績 (コークス比)06から算出す。 2)立地重量の計
算はA+B+Cのb×cの値の総計を以て各単位の b×cを除 して得たもの。3)鉄鉱運賃比率は 1,11期は1950年,IH
期は1953年,lV期は1960年現行をもって代替す。 4)なお,この計算は原燃料全部を自給可能 として計算 したため ,
実際にはこれを自綸率によって,鉄鉱石 と石炭 とは港湾 (輸入地)と条件値 とに内分する必要がある (臨海 11場の項
で取 り「 げる)。
出所:l1111貞雄『高炉 11場の立地と変遷」大明堂,1988年,76ページ。
入金に大幅に依存する状況にあって,海外の鉄鋼資源開発にあてる資金的余
裕もなかった。こうした中で,高炉メーカーは,商社がもってくる海外の新
規資源ソースに対して,共同で買付け交渉し,長期購入契約によって保証す
ることによってソースの開発を促すという方式でもって,バー ゲニング・パ
ワーの確保を図ったのである。
第二に,鉄鋼生産システムのハードウェアの構築においては,伝統的な欧
米の製鉄所立地方式,すなわち資源指向型の内陸立地方式を一新し,市場指
向型の大規模な臨海立地製鉄所を作り出したことである。戦後日本鉄鋼業に
おけるコークス使用原単位の著しい低下は特筆される(44)。実は,この減少が,
(44)1951年,中国貿易の全面禁上によって開らん炭の輸入が困難になるが,これに代わっ
て米国炭が本格的に供給される見通しが立ち,同時期に東南アジア諸国の鉄鉱山開発の
道が切 り開かれた。世界最高の品質であるが著 しく高価である米国の強粘結炭をベー
ス・コールにするという条件が,コー クス比切 り下げのインパクトとなり, さらにその
ために世界の主要製鉄国のなかでも最高品位の鉄鉱石を使用するという原料政策をもた
らした。こうして,遠隔地の高品位な石炭と鉄鉱石をベースとするという鉄鋼原料政策
I期 (1881) II期(1910～11) 皿期 (1936～37)
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表3にみるように「石炭の立地重量を低下せしめ,相対的に市場の重量を上
昇せしめ」,「製鉄業は石炭産地に向かって動く」という鉄鋼立地の原則をく
つがえす「直接要因」となったのである(45)。水深の港湾設備と大型の専用船・
兼用船でもって,世界の遠隔地から良質・安価な鉄鋼資源を輸送・荷揚げし,
製品を近接市場に出荷する。原燃料コストを抑制するために,輸送コストの
低減を図るとともに,使用原単位を低位に抑制する操業技術の開発が進めら
れた。そうした方向に向けて,機械・装置の大型化,近代化が進められ, コ
ンピュータ化が図られていく。最新鋭の大型設備がコンピュータで一貫統合
管理される生産管理のシステム化が行なわれ,受注一生産―出荷を一貫して
管理するハイアラーキ・システムヘ,さらにFAシステムヘと発展してきて
いる(46)。
第二に,鉄鋼生産システムのソフトウェア,および企業内のバックアップ・
システムが日本型特質を最も顕著にもつ形で整備されたことである。
まず,生産システムのソフトウェアについては,生産設備や技術の近代化・
合理化に対応して,労働面,労務管理面での近代化 。合理化が進められた。
勘やコツに基づ く旧来の熟練 。技能や光熟重筋労働から管理や監視,制御労
働にシフトする中で,技能の平準化も進んだ。それに伴って,年功規制によ
る技能序列が崩壊し,近代的な技能や労働に対応した新たな編成を迫られる。
鉄鋼職場における熟練・技能の変化, とりわけ監視 。制御労働へのシフト
に伴って科学的な基礎知識の必要性が高まり,一方において中 。高等教育の
普及によって高校卒の若年者が増加する中で,鉄鋼メーカーは生産現場の作
業要員として高校新卒者の採用に踏み切った。1日来の技能序列が崩壊 し,高
卒労働力の比率が高まる中で,そうした変化に見合った労務管理システムの
導入が必要となる。
は,一方では原料高を助長し,他方では, またそのことが原料節約技術の発達を促 し,
世界で最高水準の低コークス比を実現させるテコとなった(今井則義 前掲書,121ペー
ジ)。
(0 山口貞夫 前掲書,75～77ペー ジ。
(46)「特集・鉄鋼業とコンピュータ」『鉄鋼界』1984年9月号。
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全工程にわたる技術革新と設備近代化が推進された第二次合理化期に,労
務管理の「アメリカ化」が本格的に展開する。1955年に,鉄鋼業界は生産視
察団を米国に派遣 し,IE(Industrial Engineering)手法やライン・スタッフ
制等を学ぶ。1950年代後半から60年代前半にかけて,作業長制度とライン・
スタッフ制度が一斉に導入された。それらに賃金面で対応するものとして,
職務給の導入が図られた。ただし,米国型の管理システムの導入にあたって
は,「日本的なものを重視すべきところは重視」する工夫がなされている。職
務給の導入にあたっては,その比率を15%に抑えてスタートし,作業長制度
についても,米国のフォアマン制度を単に移植するにとどまらず,「プラスア
ルファをその機能に期待した」(4?
生産設備の近代化。「合理化」は,それに必要な資金の確保を図るために労
務コストの削減要請を強める。さらに急激な生産拡大に必要な熟練労働力の
不足も加わって,少数精鋭化が推進されていく。食事交替要因のプール化が
その一環として進められ, またこれに対応するために「作業のプール化」が
図られた。それを可能にするために多能工化が進められていく(48)。
作業長制度の導入を契機にして,企業内教育の体系化が進められ,昇進・
昇格とのリンクが図られた。一方,「多能工化」については,0。J・T(オ
ン・ザ・ジョブ・ トレーニング)を主体に進められた。しかし,他方におい
て,少数精鋭化は,0。JoTを円滑にする人的・時間的ゆとりを狭める。
そこで,0。J・Tの不完全さを自己啓発でもってカバーさせるという方向
に,企業内教育が再編され自己啓発が位置付けられていった。0。JoTを
保管するものとしては, 自己啓発 (専門教育)に加えて, 自主管理活動がク
ローズアップするに至る(49)。
こうした中で,能力主義的人事管理の柱となる職能的資格制度が導入され,
「職務遂行能力」に基づ く職場管理の再編成が進められた。「職務遂行能力」
(4η 田中博秀 前掲インタビュー (「[連載インタビュー]日本的雇用慣行を築いた人達
― 小松廣氏に聞く(0-―」『日本労働協会雑誌』275号,1982年月)。
00 道又健治郎・木村保茂・藤沢健二 前掲書,125～126ページ。
(49)同上,218ページ。
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を基準として査定がなされるものの,その基準に客観性が乏しく,企業によ
る恣意的な評価とそれに基づ く労務管理が浸透 しゃすい。こうして,労働者
間に昇進 。昇格をめぐる激 しい競争が組織されるにいたった。現場到着制へ
の移行によって,労働時間管理が徹底されていく(50)。その結果,資本による
支配と管理が強化され,技能の平準化と労働密度の増大が進む中で,労働意
欲の減退とス トレスの増大が避けがたくなる。自主管理活動は,そうした矛
盾を自主的な改善活動によって克服する運動として組織された側面をもつ。
第四に,以上にみるような鉄鋼生産システムを支える企業内のバックアッ
プ 。システムがあげられる。その中核をなす人事考課システムは,1950年代
後半から60年代にかけてその骨格が形成された。作業長制度とライン・ス
タッフ制度の導入を契機にして,昇進・昇格管理と結合させる方向で企業内
教育の体系化が図られた。その上に,「職務遂行能力」を基準とする能力主義
管理が導入され,仕事の進め方から自主管理活動や人間関係に至るまで対象
とされ貫徹されていく。
次に,階層的な労働市場の形成があげられる。高校卒 。大学卒の若者を,
毎年 4月に正社員として定期採用し,定年 (55～60歳)まで雇用するという
長期雇用の慣行は,高度成長期に確立した(51)。また,正社員を長期にわたっ
(50)田中博秀 前掲インタビュー (「日本的雇用慣行を築いた人達一 小松廣氏に聞く(3)
一 」)。
61)八幡製鉄では,1955年に採用を再開してからすぐに「4月1日の定期採用方式」を採
用した。ただし,好不況の波が激 しかったために,「途中で追加採用しなければならない
こともしばしばあったし」,「入社延期 (採用待機)という異例の措置」をとったことも
ある。
これは,熟練工不足という状況の中で,「熟練を育て,維持 していくためにはどうして
も良質の労働力を4月1日にとって,それをいつまでも企業の外にださないようにする
ことが必要であった」からである。
1965年頃までは,高校卒の技能系については職種別に採用を行っていたこともある。
新卒者を文字どおりのフレッシュマンとして白紙で採用し,採用後に職場は位置や職種
を決めるという新卒採用方式が確立するのは,1960年代後半に入ってからであるとみら
れる (田中博秀 前掲インタビュー「日本的雇用慣行を築いた人達一 小松廣氏に聞く
(2トー 」ー)。
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て仕事させるために,景気変動や技術革新などに対応 して他部門に配転 した
り,あるいは製鉄所間の移動を大規模に行なう。また通常時においても,ロー
テーションを定期的に行なって関連する業務を習得させ多能工化を進めた。
こうした正社員の質的なフレキシビリティだけでなく,それを可能にする
外的なバッファーとして構内作業の下請け化とその拡大が図られた。正社員
とは賃金や労働条件などで格差をつけ,不況時には真っ先に要員の削減が進
められるなど,労務コス トと量のフレキシビリティ化が図られたのである。
三つ目の柱である企業別労働組合については,1957年の鉄鋼労連のス トラ
イキを境にして企業側の影響力が強まり,春闘における「鉄の一発回答」方
式が定着するなど企業主導型の労使協調組合に再編させられていく(52)。会社
派の潮流が組合内で主流 となるように,企業の人事 。労務部門によるテコ入
れがなされ,戦闘的なグループに対 して種々の干渉 。攻撃がインフォーマル
にかけられた(53)。こぅしてっ くりだされた鉄鋼業の労使協調型組合運動は,
鉄鋼業界の財界における主導的地位 (1980年代は経団連の会長ポス トを二人
の新 日鉄 トップが占有)と労使の固いスクラムを背景に, 日本の労働組合運
(52)鉄鋼労連は,1953年から56年までは毎年,57年には11～19日間の,59年には49日
間のス トライキを打っている。とくに,57年,59年の産別統一ストとゼロ回答を契機に,
「鉄の一発回答」体制がスター トし,定着していく。これを転機に,鉄鋼労働運動内部
における会社派の潮流の活動が公然化し,58年からは作業長制度の導入が始まる。59年
以降には,鉄鋼労連の統一闘争から単組の脱落が相次ぎ,八幡製鉄,富士製鉄,住友金
属の24時間ス トが行なわれた65年を最後に,鉄鋼大手企業におけるス トライキは皆無
となる (道又健治郎 前掲書191ページ,熊沢誠『日本の労働者像』筑摩書房,1993年,
194,217ページ)。
とりわけ,鉄鋼労使関係において画期をなしたのは,1957年のストであった。小松廣
氏は,「あの争議を乗り切れたからこそ,前にお話したライン・スタッフ制もやれたし,
作業長制もやれたし, さらには職務給制,四組二交替制もやれた」と述懐 している。そ
の意味で,57年のストは,「労使双方にとって単なるゼロ回答の問題だけでなく,労使関
係のありかた,ないし将来の方向を決定するという大変に重大な意味合いが込められて
いたのである。」(田中博秀 前掲インタビュー「日本的雇用慣行を築いた人達一 小松
廣氏に聞く(3トー 」ー)。
60 大木一訓・愛知県労働問題研究会編『大企業労働組合の役員選挙』大月書店,1986年,
192～200ページ。
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動においても重要な影響力を及ぼしてきた。金属労協の組織化や「経済整合
性」論など,労働組合運動の右傾化に主導的な役割を果たしたのである。な
お,社会的バックアップ・システムの形成プロセスについては省略する。
以上にみるようなプロセスを経て形成された日本型鉄鋼システムの原型
(骨格)は,右肩上がりの成長を前提とするキャッチアップ・システムとし
ての特徴を有していた。このシステムの形成を可能ならしめた内外環境が,
石油危機や貿易摩擦,円高などによって根底から動揺する中で,システムの
再編成が図られていく,石油危機に対応する中で,省エネ・省資源型の技術
や管理システムが開発・導入される。また,高級化・多様化に対応した新製
品の開発が進み,ジャスト・イン・タイム納入が徹底されていく。さらに,
減量経営「合理化」が推進され, 自主管理活動や労資運命協同体化が強まる
など,鉄鋼システムの日本型特質をより体系化し展開する方向に作用したの
である。
4。「良循環」メカニズムの変容
(1)「良循環」メカニズム
戦後直後の鉄と石炭を中心とする傾斜生産方式によって復興の糸口をつか
んだ鉄鋼業は,朝鮮戦争を契機とする特需と米国の対日政策の転換によって
息を吹き返し,重化学工業化を図る戦略産業として政府の手厚い援助を受け,
復興から発展への軌道を進んだ。
コスト・品質面での競争力確保と国内需要の拡大を見越 して積極的な設備
投資がなされていく。当初,ユー ザーに近い圧廷工程から設備投資が進み,
製品の品質向上・低コスト化とともに,圧延設備能力の過剰化をもたらした。
表4より,1950年代にはその能力の半分程度しか稼動できないという圧延設
備の恒常的な低稼動率が浮かび上がる(54)。しかし,市場拡大に伴って余剰能
60 なお,1950年代における圧延設備の異常な過剰現象の背景については,「巨大企業が外
国の新鋭圧延機を無政府的に競争導入することによって激成されたものであるといって
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表4 鉄鋼設備稼働率の推移
設備名
製 銑
製 鋼
圧 延
(然問圧延)
91.4
111.3
52.0
32
40.2
40.8
49.9
54.4
71.7
54.2
52.8
47.3
39.7
28.4
?
?
?
?
?
?
?
大    形
小     形
線    材
厚    板
薄    板
ストリップ(熱間)
ストリップ(冷間)
継 目 無 鋼 管
溶 接 鋼 管
帯    鋼
出所 :昭和26～31年は『戦後鉄鋼史』,32年は『日本の鉄鋼統計』によ
り作成。圧延機別稼働率はロール運転時間÷暦時間×100の算式に
よるもので,「圧延作業報告書」による。
今井則義編『現代日本産業講座II 鉄鋼業付非鉄金属鉱業』岩波
書店,1959年,147ページ。
力が次第に吸収されていく中で,上工程の設備投資も進み,工程間の設備能
力のバランス化が図られていく。そうした投資がまた需要拡大を生み新たな
投資を促すという「良循環」構造が出現した。
国内市場では,激しい価格変動を抑えるべく価格面での協調体制が進めら
れた。その結果,図5にみるように大ロユーザー向けの「ヒモ付き」価格は
安定傾向を示すが,一般向けの店売り価格は景気変動の影響などをモロに受
けて激しく変動するという二重価格体制が出現する(55)。価格面での高炉メー
よい」との指摘がみられる (今井則義編 前掲書,147～149ページ)。
(55)通産省の調査によれば,1965年以降,普通鋼鋼材のヒモ付き価格は上下2-3%の振
幅で上下の差は5%ぐらいしかないのに対 し,市中価格の場合は上がるときは18%で下
がるときは8%と上下の差は3割近 くに及んでいる (川崎『日本鉄鋼業一 その軌跡
昭和
26年 27 28 29 30 31
85.2
74.0
52.4
80.8
74.5
43.6
105.1
81.7
48.7
07.7
82.6
46.5
87.4
99.9
50.3
100.3
117.9
60.2
46.3
37.3
41.3
47.8
不詳
47.1
64.4
44.0
不詳
31.3
37.7
39.8
43.6
41.4
23.5
33.7
57.9
41.4
不詳
22.3
33.0
39.8
48.8
48.0
70.0
58.4
44.8
45.5
34.7
26.4
36.2
40.8
47.7
47.3
74.3
61.3
51.1
45.4
31.7
29.7
転換期の日本型鉄鋼システム 45
■
,市中価格
紐付価格
6566 67 6869 70 71 72     (41二)
図5 普通鋼鋼材価格指数の推移
出所 :通産省基礎産業局鉄鋼業務課編『70年代の鉄鋼業』通商産業調査会,1973年,178
ページ。
カー間の協調は,他方において品質やサービス面などをめぐる非価格競争の
激化をもたらした。シェアをめぐる競争は,装置に特有な「規模の経済」追
求とあわせての,設備拡張競争に転化した。不況期に設備過剰化が問題とな
ると,鉄鋼メーカー間の生産調整が政府の指導のもと実績シェアに基づいて
行なわれる。
また,輸出は従来,「設備の稼動率を落とさないための手段」とみなされ,
不況時になると国内での生産余剰分を集中的に輸出するという方法がしばし
ば採られてきた。変動費が回収できるベースでの低価格による輸出戦略は輸
出シェアの拡大につながり,やがて好況期における設備投資を促す要因にも
なる。しかし,その反面で,「国内向けの販売価格に比べ輸出価格が異常に安
い」という価格戦略は,米国からダンピング提訴されるなど貿易摩擦の原因
ともなってきた(56)。
設備投資は,銀行からの低金利の借入金に大幅に依存した。しかし,巨額
の借入金による金利負担の増大は,損益分岐点を高めて設備稼動率を高水準
に維持することを不可欠とし, また操業費を抑制するために労働者に不断の
コストダウンを強制するという日本型合理化を促 した。
― 』鉄鋼新聞社,1982年,410ページ)。
60 日本経済新聞1995年1月12日付け。
120
110
100
90
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〔技術導入期～成長期〕
1960～1980
〔入手すべき技術の存在〕
日本の鉄鋼 〔(実現可能)目標の存在〕
〔政策的
〔財政的
〔競争のイン
センティブ〕
支援〕
支援〕
〔優秀な人
材の供給〕
〔基礎理論
研究支援〕
相互共鳴
図 6
出所
〔マーケツトの相互育成〕
0
〔鉄鋼のマーケットの拡大〕
日本鉄鋼業の「良循環」メカニズム
『鉄鋼界』1993年4月号。
以上にみるようなキャッチアップ型の構造は,政府や米国の政策的支援の
下で,内外市場の拡大や官民協調型カルテルとワンセットになってはじめて
実現したものであり,また,図6にみるような「良循環」機能の発揮を可能
ならしたものである。
鉄鋼メーカーと自動車・造船 。電機等の大ロユーザーとの関係は,鋼材の
「ヒモ付き」販売により量。価格の安定供給を図るとともに,ユー ザ ・ーニー
ズに対応した鋼材の開発や品質向上のために情報交流や共同開発を進めた。
鉄鋼の機械・設備の国産化は,鋼材の価格・品質の「革命的改革」に伴っ
て1960年代に急速に進む(57)。鉄鋼メーカーと製鉄機械メーカーとの関係は,
60 戦前日本の鋼材価格は,欧米に比し2割内外も高価で, しかも「わが国の鉄鋼の質は
一般に劣等であり,それとともに量も不十分であった」。このことが重工業の発達の大き
先進外国企業の存在
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
豊富,優秀な人材による
効率的,効果的な技術の習得,改善
1新しい設備   |
1新しい ■場の建設 |
1新しい技術の応用 |
開発の場の提供  |
同業他社の存在
他産業の存在
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前者が後者に鋼材を供給 し,後者が機械。設備を納入するという相対 (互恵)
取引の関係をつ くり,情報 。ノウハウの交流を深めていく。鉄鋼業内部に蓄
積されたエンジニアリング能力が,機械メーカーの仕事と密接に運動 し,投
資決定から設備装置の稼動までの期間を短縮化 した。この成果は,製鉄所建
設のための資本コス トを縮小 し, また鉄鋼業が市場の波にタイミング良 く乗
ることを可能にしたのである(58)。
また,大学との関係についても,大学は鉄冶金工学および鉄鋼技術一般に
関する教育の中心となり,有能な人材を供給 してきた(59)。さらに, 日本鉄鋼
協会や日本学術振興会,金属学会などを足場にして基礎研究を支援するなど,
産学にまたがる共同研究や技術交流が進められてきた。
こうして,国家やユーザー,大学などとの密接な関係が鋼材の品質向上や
低価格化を促 し,そのことが需要産業の発展を可能にし, さらには鉄鋼需要
の拡大につながっていく。ユーザー・ニーズが多様化 。高度化 し,それに積
極的に対応する中で相互の関係 と交流を深め,鉄鋼の技術やノウハウが蓄積
な制約要因ともなっていた。1950年代後半には鉄鋼の価格と品質が急速に改善されて欧
米に追い付き,60年代になって逆転する中で,製鉄機械の国産化が進展する (高橋亀吉
前掲書,86～93ペー ジ)。 この間の状況については,『鉄鋼十年史(昭和33～42年)』 (日
本鉄鋼連盟,1969年)に詳述されている。
「わが国の主要な鉄鋼機械は,戦前は主として海外に依存していたため,国内機械メー
カーは,製鉄機械の制作経験に乏しかった。このため戦後の鉄鋼第一次,第二次合理化
計画の実施にあたって,鉄鋼業は膨大な設備投資を行なったが,当初はその設備の大部
分を海外メーカーに依存していた。しかし,鉄鋼業の設備投資が長期化する見通しであ
ること,製鉄機械類は単位設備あたりの投資が膨大であること,国内制作に比べ輸入機
械類は高額につくこと,納期が長いこと,故障が生じた場合の修理にサービスが行き届
かないことなどの理由によって,第二次合理化計画ごろから鉄鋼側,機械メーカー側両
者に国産化の意欲が高まり,順次国産化が進められてきた。」(同上,393ページ)。
60 古川弘之監修 。JCIP編『メイド・イン・ジャパンー 日本製造業変革への指針― 』
ダイヤモンド社,1994年,151ページ。
69 「日本の大学は,金属~[学専攻の工学生を,アメリカの1.5倍から2倍, ヨーロッパ
の10倍も送り出している。そのうえ,鉄冶金工学の講座が多いので,教官の数も多く,
学生はそれだけ鉄鋼関係の講義を余計に受けている。」(岩井正和『鉄に賭ける一――新H
鉄に見る「世界最強」への道一 』ダイヤモンド社,1992年,240ページ)。
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1981      1983      1985      1987
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‐´‐‐西ドイツ ー ーイギリス ー ーフランス
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― 合衆国
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1980
-日本
鋼材生産費の国際比較
、larcus et al" ИイSI), ``Steel Strategist#17'' より計多筆。
川端望「アメリカ鉄鋼業のリストラクチャリング」金田重喜編『苦悩するアメリカの
産業』創風社,1993年,117ページ。
されていく。このような「良循環」が生み出されたのである。
(2)内外循環の変容
以上にみるような「良循環」を生み出した内外の環境条件は,今日では大
きく変容するに至っている。
第一に,「鉄が鉄を呼ぶ」といった高度成長の終焉である。石油危機を境に
して日本経済の高度成長は終焉をむかえ,産業構造もそれまでの重厚長大型
から軽薄短小型へと転換していく。それに伴って,内需の鉄離れも進み,国
内の鉄鋼市場は成熟化の局面にシフ トしている。
一方,海外市場においても,先進国市場を中心に貿易摩擦が激化 し保護貿
易主義的な動きか強まった。とくに対米鉄鋼輸出には,1960年代後半以降,
自主規制からトリガー価格制度へ,さらにVRA(Voluntary Restrain Agree‐
ment)からダンピング提訴へと種々の規制がかけられ,今日に至っている。
第二に,為替レー トの低位・安定という条件が崩壊 したことである。変動
為替相場制に移行に伴って為替レー トが不安定化 し, とくに長期にわたる円
高基調 と最近の異常な高進がみられる。その結果, 日本経済の不安定性が強
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表5 日本・韓国 。台湾の生産コス ト
49
(ドル トン 千 ドル 人, トン/人)
(注)92会計年度実績 を1ドル=100円=750 W=
25MTドルで換算。日本は非鉄鋼部門のウエート
が比較的小さい新日本製鉄 。川崎製鉄・住友金属
工業の3社平均。韓国は浦項綜合製鐵,台湾は中
国鋼鐵。
〔有価証券報告書,Annual Report他〕
出所 :『エコノミスト』1994年4月5日号。
まるとともに,輸出産業の競争力が減殺 し, とりわけ海外移転の難 しい鉄鋼
業のコス ト競争力が大きく損なわれるに至っている。図7にみるように,1986
年以降,日本の鋼材生産費は先進国中でもっとも高い。1992年の日本の鋼材
生産費は,表5に示されるように韓国,台湾の 1.9倍に上っている(60)。
(60)表5をもとに, 日韓台の生産費内訳を比較すると,変動費については,使用原単位が
ほぼ等しいこともあり大きな差異は生じていない。これに対し,固定費では韓国 。台湾
の2.6～2.9倍にもなっており, コス ト格差は固定費に起因していることが浮かび上が
る。
日本の固定費が割高となる理由としては,人件費単価の高さに起因する人件費の割高
(韓国の3.8倍,台湾の1.9倍),維持修理費の高さ(90ドル程度で韓国の6倍,台湾の
日本 韓国 台湾
人件費
(人件費単価)
(1人当たり生産量)
減価償却費
研究開発費
金利負担
維持修繕費
その他固定費
133
(97.4)
(730)
81
15
23
}
183
35
(29.8)
(854)
87
0
13
15
16
71
(44.8)
(633)
68
5
0
1
5
固定費合計 435 166 150
原材料
外注費他
140
143
188
34
変動費合計 283 222 224
総コスト合計 718 388 374
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8.6 5(215.5)(223.9) (224.8)13.
(173.7)
く生産〉
(百万 トン)
250
200
150
100
50
0
8.1(162.0)4.9
(243.3)(268.4)
20001980    1985    1990     1991     1992     1993
〈消費〉
(百万 トン) (3016)
ll.3(223.1)(234 3) (237.0)
(259.7)
(172.5)
1980    1985    1990     1991    1992     1993    2000
図8 東アジア地域の鉄鋼生産および消費
出所 :『鉄鋼界』1994年12月号。
第二に,東アジアを中心とする鉄鋼中進国の台頭 (図8)があげられる。
これまで高級化・多様化を図ってきた日本の鉄鋼技術に対 しても,韓国 。台
湾のキャッチアップが顕著にみられ,品質面でも対抗する品種が急速に拡大
している(61)。また,中国,インドネシア,タイ等の台頭も日覚ましく,これ
らを視野に入れた国際分業の再編成が鉄鋼分野においても進行しつつある。
第四に,米国のヌーコアや東京製鉄に代表される電炉メーカーの躍進があ
る。主原料であるスクラップ価格の長期にわたる低水準傾向,電炉技術の革
新,経営の合理化や積極的な設備投資などによって,電炉メーカーの競争力
数 |‐倍)等があげられる。維持修理費の高さは少量多品種生産に伴う需要家ニーズヘの
対応が背景となっている。さらに,高付加価値製品の供給に必要な製品の開発・改良コ
ストなど,その他の固定費負担も重い (長井亨「鉄冷えからの脱出難しい高炉業界」『エ
コノミスト』1994年4月5日号)。
Cl)韓国の浦項総合製鉄は,ごく一部の高級品を除いて,「作れないものはなくなった」(関
係者)と技術水準に自信のほどを示す (『日経ビジネス』1994年7月4日号)。 冷延鋼板
??
??
??
??
??
??
?
42.0
日 中国 E]韓国 ロロASEANおよ
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表6 電気炉における製鋼新技術の導入状況とその成果
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効果
項 目
導入
時期
歩留
向上
原単位向上
生産性
品質
向上電力 耐火物 電極
フォームスラグ操業 1975◎ ◎
炉外精錬法 1977 ◎ ◎
スクラップ予熱 1978 ◎ ○ ◎
ロングアーク操業 1982 ◎ ◎ ◎
無排滓操業 1984◎
炉底出鋼 1985 ○ ◎ ◎
電極スプレー冷却 1985 ◎
直流電気炉 1988 ◎ ◎ ◎ ◎
水冷酸素ランス 1992 ○ ◎
注 :◎:効果大 ○ :効果あり
出所 :『鉄鋼界』1995年2月号。
が高まった。米国におけるミニミル, とりわけメーコアの躍進には目を見張
るものがある。日本国内においても,表6に見るように様々な新技術が導入。
開発され,生産性。品質,コス トなどの改善にめざましい進展がみられる。
電炉メーカーのシェアは最近年率1%の割合で増加し,1992年には31.6%に
達 した。すでに,建設向け鋼材は電炉分野にほぼ移ったといえる実態になっ
ている (図9)。
第五に,「良循環」メカニズムを支える社会的バックアップ。システムの構
造変化と機能低下があげられる(図10)。政府との関係や業界内のネットワー
クの要をなす鉄鋼の業界団体は,大手鉄鋼メーカーの高い専業比率や市場支
配力の下で,強力な機能を発揮 してきた。 しかしながら,経営多角化の展開
やアウ トサイダー (独立系電炉メーカーや輸入鋼材)の台頭は,こうした機
や表面処理鋼板の品質は今のところ日本に軍配が上がる。しかし,浦項は研究開発能力
を持っているために,「五年後か十年後には追い付かれるだろう」(新日鉄経営企画部幹
部)という (日本経済新聞1993年1月23日付け)。
品種 シェア
Eコ
圏ヨ
普電工
高炉他
‥
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
17%
0%
42%
65%
97%
92%
82%
91%
0%
12%
20%
0%
0%
2%
26%
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(単位 :1,000トン)
8,000    16,00o   24,000   32,000  40,000
品種別普通鋼電炉生産シェア
『鉄鋼界』1995年2月号。
図9
出所
能を低下させていかざるをえない。しかも, 日米構造摩擦や独禁法の運用強
化によって,「共生。共鳴」システムがはらむカルテル的側面への批判や規制
が強まる傾向にある。大学との関係についても,大学の研究施設などの弱体
化,金属工学系学生の大幅な減少や鉄鋼の魅力度の低下などによって,基礎
研究支援の弱体化や優秀な人材の供給不安がでてきている。
(3)システム疲労と「悪循環」
以上にみるように,それまでの「良循環」を支えてきた条件はいずれも根
底から動揺し,様変わりの様相を呈してきている。とりわけ,近年では,円
高が一段と進行し,為替レートと購買力平価のズレが拡大して,国内産業の
コスト競争力の許容限界線をも踏み越え空洞化の危機が強まっている。こう
した状況が進行する中で, 日本鉄鋼業においても「良循環」のメカニズムが
変質し,システム疲労の状況から「悪循環」のメカニズムヘと転化してきて
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〔1980年代～現代〕
53
に~~T~F」
1競合材料の 1
1進 出 |
理■1系学生の減少
鉄鋼の魅力低下 (?)
他産業 (エレクトロニク
スetc)の進出
〔優秀な人材の
提供不安〕
(基礎研究支援
の弱体化 ?〕
|
l
〔材料としての
インセンティフつ 〔技術の流出〕
〔競争のイン
センティブ〕
企業自身の研究の進展
大学の研究施設等の弱体化
〔マーケット減〕
「
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
?
ー
?
?
?
」?
』??
?‐?
〔相互協力〕 l
相互共鳴の弱体他
〔技術の相互育成〕    〔マーケットの相互育成〕
他産業へ,鉄以外との係わ りの
増大
他産業のグローパルな活動.他
図10 日本鉄鋼業の構造変化と機能低下
出所:『鉄鋼界』1993年4月号。
いる。
その一つは,鋼材における内外価格差をめぐる問題があげられる。これま
で, 日本の高炉メーカーは,国際競争力の優位性 と高炉メーカー間の協調体
制を背景に,国内市場 (ヒモ付き契約)においては高水準の安定価格を維持
し,輸出にあたっては設備余剰時には変動費ベースの価格をも辞さないとい
う二重価格戦略をとってきた。 しかしながら,円高の進行に伴ってコス ト競
争力を失っていく中で,このシステムのもつ矛盾が拡大 し顕在化 してきてい
る。
日米間を比較すると,過去 5年間における熱延鋼板の平均市況で, トン当
たり220ドル程度,6割強,日本のほうが恒常的に割高となっている(図11)。
同じ日本製の鋼板価格についても,東南アジアの工場が現地調達する方が,
日本国内でヒモ付き契約で買うよりも1～3割ほど割安になるという。国内
中進国の
進
〈´ ―ヽ 卜・ エレクトロ‐クス等
他 メーカー)
(鋼材ユー
ザー)
1研究開発の負担増
|  ・新しいことは自らの手で
|  ・全 く新 しい課題 (C02 etc)の出現
1人
材の劣化 (')|
L_______」
1 自ら多角化 し 1
1 始めている  1
同業他社の存在
?
?
?
?
?
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(ドル/トン)
日本
米 国
88 89 90 91  92 (年)
図11 日米間の鋼材価格差 (熱延鋼板の平均市況)
出所 :『エコノミスト』1994年4月5日号
価格についても,「ヒモ付き」価格と店売り価格との乖離が拡大している(62)。
こうして,高炉メーカーの独占品種における「輸出価格と国内価格の差」,お
よび「国内でも二重価格構造を抱えている事実」がクローズアップするに至っ
ている(63)。
二つめは,国内の鋼材市場においても価格破壊が押 し寄せてきていること
である。大ロユーザーと高炉メーカーとの「共生 。共鳴」関係 (相対取引,
共同開発など)が崩れる兆 しを見せている。円高の進行は,大ロユーザーの
国際競争力をも突き崩 してきており,内外価格差の拡大 した高価格の鋼材を
許容できなくなるに至っている。さらに,ユー ザーの国際分業が進展し,海
外現地工場での鋼材取引の多様化に伴って, 日本国内における鋼材取引関係
の特殊性を客観的に見る目をユーザーが身につけてきている(64)。こうした状
6カ
??
??
??
??
?‐
?
?
?
三洋電機では, 日本製の鋼板を東南アジアの工場が現地調達する価格の方が,同じも
のを[1本でヒモ付き契約で買うより15%程度安いという。また,シャープが最近実施し
た独自調査でも,冷延鋼板を調達する場合,日本国内に比べてマレーシアで11%,タイ
では29%も割安だった。
一方,汎用表面処理鋼板の場合,東京での市中価格は,輸入品の流入もあって8万円
/T前後まで ドがっているが, ヒモ付き契約では10万円程度になる (『日経ビジネス』
1994年7月4:l号)。
F日経ビジネス』1994年7月4日号。
同上。
(6)
(60
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況の中で,ユー ザーの国産鋼材離れが起 きつつある。
これまで高級鋼をはじめとする各種品種の独占によって国内市場の秩序を
維持 してきた高炉メーカーにとって,韓国 。台湾の高炉メーカーの技術面で
の急速なキャッチアップ,国内の独立系電炉メーカーによる独占品種への進
出は,大きな現実の脅威となっている。すでに,独立系電炉メーカー進出し
た品種については,価格競争が激化 し国際価格水準に収欽する傾向がみられ
る(65)。そして,大ロユーザーも,これまで食指を動かさなかった輸入鋼材の
採用に着手している(66)。
こうした動きに押されて,高炉メーカーはヒモ付き契約についても競合す
る品種の価格を大幅に下げる方向に動きだした。
三つは,過剰設備,過剰品質の顕在化である。ユーザ ・ーニーズの多様化・
(65)電炉最大手の東京製鉄は,1992年に岡山工場にホットコイル (熱延鋼板)工場を完成
させ,国内で初めて高炉の牙城であった熱延鋼板に参入した。従来の市場価格をトン1
万円以上下回る4.5万円程度で売 り出し,約1年間でターグットとしていた輸入品市場
350万トンの30%を獲得してしまった。また,岡山工場には,新たに酸洗設備を新設し,
将来,冷延鋼板や表面処理鋼板を生産する足掛かりにする。「将来高炉の屋台骨を揺るが
す可能性がある製品に参入したことにより,高炉の生命線をも脅かす存在になりうる」
との見方が強まっている (長井亨 前掲論文,および日本経済新聞1994年3月17日付
け)。
さらに,1994年月には,鋼矢板 (シー トパイル)市場に参入した。鋼矢板は,基礎
li事に使う大型形鋼で,生産技術が高度なこともあって,これまで新‖鉄など高炉4社
しか生産していなかった。高炉メーカーの価格 10万円に対して,半値近い5万5千円で
殴込をかけた。10月には鋼矢板でJIS(日本工業規格)を獲得し,公共工事分野へ食い
込もうとしている (日本経済新聞1994年3月17日,12月26日付け)。
(66)ポスコ・インターナショナル・オオサカの社長によれば,現在ポスコ (浦項総合製鉄)
の製品を使っている日本の自動車メーカーは三菱,日産,本田技研工業に,家電メーカー
ではシャープ,三洋電機,そして松下電器産業グループの冷蔵庫などに広がっている。
ポスコの製品は,技術的な面から自動車のボディ表面や冷蔵庫の扉など高級品質が求め
られているところには使われていない。しかし,技術は日本勢に急速に追い付いたとい
われる (日本経済新聞1995年1月20日付け)。
一方,三菱重工や石川島播磨重工業などの造船大手は,まだ韓国製鋼板の本格採用に
は踏み切っていない。しかし,「瀬戸内の中小造船会社では,とっくにポスコをはじめと
する韓国製鋼板を使っている」(大手商社)という声も聞かれる (日本経済新聞 1994年
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高度化に対応しての多品種生産やジャスト・イン・タイム納入などは,高炉
メーカーの技術開発コストや管理コスト,設備投資 。輸送コストなどを肥大
化させた。ユーザーとの特殊な規格に基づいて品種が増加し,大ロユーザー
向けの特設ラインが設けられるなど両者の関係をインフォーマルに強めつつ
過大な投資が推進された。とくに,1980年代後半以降のバブル経済期には高
級車ブームを背景に表面処理鋼板のニーズが高まり,鉄鋼各社は最新技術を
取り入れながら能力増強を図った。1987～93年度の7年間に,高炉5社で 6,
260億円の投資が薄板類の高付加価値化に向けられている(67)。
しかし,表面処理鋼板等に対する投資コストを回収できるような価値水準
には至らず,ユー ザーとの取引関係の維持コストにとどまっている(68)。さら
に,バブル経済の崩壊によって,設備能力拡張を伴った過剰設備投資の問題
が一挙に顕在化する。金利負担が増大するとともに,ユー ザー・ニーズの変
化によって高級鋼材への需要が縮小し,表面処理鋼板などへの巨額の設備投
資は「過剰品質」投資となり低稼動率が際立つに至る。
大ロユーザーはまた高価な表面処理鋼板よりもより安価な熱延鋼板に需要
をシフトする動きをみせており(69),高炉メーカーの高級鋼化戦略は挫折に瀕
12月13日付け)。
(60 吉田憲一郎「高炉大手のリス トラクチャリングの展望と課題」日興リサーチセンター
『投資月報』1993年11月号。
(68)1993年度の普通鋼鋼材の用途別受注統計によると, 自動車向けは内需全体の約2割
(983万トン)を占める。このうち,表面処理鋼板は約4割,4百万 トン程度とみられる。
自動車メーカーヘの納入価格は,公表されていないが トン当たり十数万円といわれる。
市中価格の比較では,表面処理鋼板より2万円前後高い。しかし,「今の価格でも開発コ
ス トは回収できていない」(鉄鋼メーカー幹部)という (日本経済新聞1994年6月3日
付け)。年産30万トンの表面処理鋼板の投資額200億円とすると,フル稼動 しても償却・
金利だけで生産 トン当たり12～13千円程度かかる。しかも稼動率60～70%であるため,
値差のほとんどは設備コス トで消えてしまう。その他,人件費や亜鉛コス トなどを含め
ると赤字の状態となる (『興銀調査/265』1994年,No.3,121ページ)。
69 自動車用の外板には表面に防錆のため亜鉛メッキを施す表面処理鋼板を使っている。
メツキの方法は, トヨタ,日産など自動車メーカーごとに異なる。トヨタは,(溶融亜鉛
メッキをした後,薄い電気メッキをする)二層メッキ方式を採用しているが,一部を一
層メッキにできないか,鉄鋼メーカーに打診しており, 5, 6年後には低コスト鋼板を
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している。高炉メーカーの高級化 。多様化路線は,他方ではコストの肥大化
を招いたが,輸入鋼材や電炉メーカーなど異質の競争者に直面して,再び量
産コストの競争力回復へ戦略を戻さざるをえなくなっている。なお,薄板の
高付加価値化投資を重視した反面で,熱延設備や連続鋳造設備は部分的な改
良にとどまった。そのツケは今後に回され,1993～2000年の間に必要となる
更新投資額は1兆円以上になるとの試算が出されている(70)。
四つめは,米国市場をめぐる困難化の増大である。1980年代後半以降に自
動車,電機メーカーなど国内の大ロユーザーが対米現地生産を本格化するに
伴って,高炉メーカーの対米現地生産も表7にみるように拡大していった。
過去 10年間の投資は,合弁や買収などの形態で50～60億ドルに上っている。
これは,この間の米国鉄鋼メーカーの設備投資金額の四分の一に相当する。
しかし,これらの巨額の投資コストの回収はほとんどはかどっていない。む
しろ,多くは「ますます金を注ぎ込まざるを得なく」なっている(71)。種々な
マネジメント・リスクの高さに直面して,「今後はいかに名誉ある終息に向け
てシナリオを画くか」との問題提起がなされるに至っている(72)。
他方,米国の高炉メーカーによって, 日本の高級鋼材の対米輸出が相次い
でダンピング提訴され,クロの仮決定や決定によって高いマージンがかけら
れようとしている。これまでドル箱であった高級鋼の対米輸出戦略に,困難
な状況も生じている(73)。
採用する計画である。
一方, 日産は電気亜鉛メッキ方式を採用しており,塗装した鋼板の美観を高める目的
で,鉄鋼メーカーは表面に微妙な門凸をつけている。このため,鋼板の歩留まりが悪化
する。同社は美観の面で多少劣っても生産効率が高く,低コストでできる鋼板の製法を
鉄鋼メーカーに要請し始めた。
さらに, 自動車メーカーは低コストの表面処理鋼板のほか,表面処理鋼板から冷延鋼
板への一部代替を検討し始めている (日本経済新聞1994年6月3日付け)。
日本経済新聞1993年5月27日付け。
日本経済新聞1993年1月22日付け。
早稲田大学商学部・働経済広報センター編『ダイナミック経営をめざす鉄鋼業のグロー
バル戦略』中央経済社,1994年,144ページ。
米国商務省は,1993年1月, 日本の高炉メーカーが輸出する薄板3品目 (熱延鋼板,
(70
(71)
(70
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五つめは,経営の多角化が進んでいないことである。経営の多角化につい
ては,これまでサクセス・ス トー リーの例がほとんどなく,成功ノウハウの
蓄積 と展開ができないという困難な局面に直面 している(74)。この原因として
冷延鋼板,表面処理鋼板)に対し,USXなど米鉄鋼メーカー12社のダンピング提訴を「ク
ロ」と仮決定した。マージン率は,15.22～26.71%となる(|」本経済新聞1993年1月28
日,29日付け)。 その後,同年7月に米国国際貿易委員会 (ITC)は,熱延鋼板,冷延鋼
板をシロとし,表面処理鋼板をクロとする最終決定を下した。対米輸出が81万トン(92
年度)に上 り,米国市場での外国製品の36%を占める日本の表面処理鋼板に対して,最
高40.19%という高いダンピング関税が課せられる。「主力製品の表面処理鋼板がクロと
判定され, 日本側にとって実質的敗訴」とみられる。(読売新聞1993年7月28日付け)。
さらに,1994年5月,ITCは,新日鉄と川鉄の電磁鋼板に対してダンピングの最終決
定を下し,日本からの対米輸出品への31.08%の半ダンピング課税が確定した。電磁鋼板
は,一般鋼板に比べて価格が5倍近い高付加価値製品で, 日本からは新日鉄と川鉄の 2
社が年間4万トンを対米輸出していた。これにより,両社の今後の対米輸出は事実上不
可能となる (日本経済新聞1994年5月19日付け)。
(74)1980年代後半の円高は,鉄鋼事業の再構築を促すと同時に,多角化への傾斜を強めさ
せ,新規事業に拍車をかける要因となった。鳴り物入1)で喧伝された新規事業 (表8)
であるが,サクセス・ス トー リーはこれまで皆無に近かった。
新日鉄の新規事業については,次のような状況にある。「今後2～3年で本体を合めて
黒字化が期待できるのもエレクトロニクス・情報通信ぐらいだ。化学,新素材,半導体
などはしばらく水面下が続 く。」(日本経済新聞1995年1月10日付け)。
1985年から5年間に設立された子会社は,鉄鋼大手5社合計で174社で,そのうち約
4割にあたる72社がサービス関連になっている。要員をそれぞれはめこんでいき,人減
らしを図ることがキーポイントであったことを示すものといえる。事実,「高炉各社は
次々と新規事業に参入,関連会社を増や して鉄鋼部門を余剰人員の受け皿にした」(日本
経済新聞1994年11月10日付け)。 新|1鉄のスペースワール ドは,土地代を除いても莫
大な費用 (300～400億円)がかかっているが,採算をとるのが難 しく,戦後最大の合理
化を進めるための「巨大なンンボル」にとどまっている (大庭陽次「鉄鋼独占の再編と
90年代市場支配戦略」『経済』1991年6月号)。
半導体事業では,神戸製鋼を除く4社が子会社や専門の事業部を設けて,自前の開発,
販売に乗り出したが,いずれも苦戦 している。川鉄が先頭を切って90年10月に半導体
工場 (総工費280億円)をつくり,92年秋から営業に入ったが,今期 (95年3月)も利
益計上は難しい。新日鉄は,93年に買収 した日鉄セミコングクターが今期も70億円の経
常赤字の見込みである。住友金属工業も半導体装置部門の赤字脱却のメドがついていな
い。最も苦戦 しているNKKは三百億円をかけた拠点新設の効果が表れず,95年いっぱ
いはサンプル出荷にとどまる (日本経済新聞1995年1月5日付け)。
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は,次の点が考えられる。第一に,鉄鋼の技術は固有性が強く,関連・周辺
技術への波及による新規分野の開拓が困難なことである。第二に,原料購入
と製品販売を商社に依存するという殿様商法と国内におけるカルテル体質の
下で,市場ニーズを敏感に汲み上げ柔軟機敏に対応できるノウハウや人材が
少ないことである。第二に,多角化などの情報は政府や商社を通じてキャッ
チするが,高炉各社がそうした情報を共有すること自体がまた,横並びの一
斉進出につながり過当競争を引き起こしていることである。こうした傾向は
対米投資にもみられ, 自動車メーカーの要請によってとりあえず横並びで進
出した。国内におけるようなカルテルを前提にした積極的投資と同じパター
ンが米国市場でも展開されたのである。対米戦略の失敗も,国内カルテル体
制に起因するところが少なくないとみられる。
(4)鉄鋼メーカーの再編戦略
欧米鉄鋼企業へのキャッチアップと市場の拡大を前提 として構築された日
本型鉄鋼システムは,内外環境が大きく変容した今日,その変革に迫られて
いる。
政府との密接な関係,高炉メーカー間のカルテル体制,大ロユーザーや商
社など関連する産業・企業 との共同関係を軸 とする鉄鋼の社会的なバック
アップシステムは,キャッチアップおよび市場の拡大・安定という環境の中
新素材開発事業は,最も苦戦 しているといわれる。用途開発が伴わずに製造単位とし
てまとまらないことや,需要家の特殊なニーズにマツチするような製品をつくりきれな
いまま,投資が停滞 してしまっているケースが多い。典型的な例が新日鉄の「ニッテツ
電子」(85年5月設立)で,設立以来毎年200億円近い赤字を計上 しているといわれる(大
場陽次 前掲論文)。
ただ最近になって,最も将来性と可能性が高いといわれているエレクトロニクス・情
報通信事業において,例外的ながら変化もみられる。新日鉄の子会社群が,(新日鉄の本
体部門は赤字ながら)95年3期に初めて黒字になる見通しがでている (日本経済新聞
1994年1月24日付け)。 また,テキサス・インスツルメント (TI)の下請け生産に特化
した神戸製鋼の半導体子会社 (KTIセミコンダクター)が前期の10倍以上の経常利益
(50億円)を確保する見込みという (日本経済新聞1995年1月15日付け)。
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で,その「良循環」が実現した。このシステムは,非価格競争を強め,それ
が品質やサービス,設備投資などをめぐる過当競争,過剰投資を引き起こす
が,やがては需要拡大によって吸収されていく,あるいは先行投資となると
いうことが暗黙の前提とされたのである。
高度成長が破綻 した後は,量的な拡大が見込めなくなったために,ユー
ザー・ニーズの高級化・多様化に対応することによって需要を掘 り起こした
り維持するという質的な面での積極路線に転換したのである。それは,ユー
ザーとの共同関係を維持しシェアを確保するために品種ごとの採算性よりは
ドンブリ勘定を重視するという戦略として展開された。それを可能にし促す
ユーザーとのインフォーマルなカルテル的結びつきもあったのである。
しかしながら,今日では,そうした関係が内包していた矛盾が,価格破壊
の進行に伴って一気に顕在化しはじめ,それまでの吸収のメカニズムを突き
崩してきている。こうした状況に対して,大手高炉メーカーはどのように対
応しようとしているのであろうか。
一つは,これまで業界協調の推進役・リーダーであった新日鉄が電炉メー
カーや輸入鋼材との競争に本腰を入れてきていることである。「協調」から「競
争」へと,そのベクトルを旋回させようとしている(75)。しかしながら,これ
までの官民協調型「鉄の結束」がもつ有利な側面は今後とも維持し利用する
ことは言うまでもなかろう。他方における政府との大いパイプや技術の共同
開発や情報交換など,「競争」と「協調」の使い分けを行なっていくものとみ
られる。
その二つは,高炉メーカーの鉄源を軸とする中期的な対アジア戦略があげ
(75)94年度から3年間で3千億円のコス ト削減をめざす新日鉄のリス トラ計画は,「新 Fl
鉄の生き残りを大前提にしている点」が,「前回までと違う」とみられている。今井敬社
長は,「この会社で初めて『競争の人』が社長になった」と評される。彼の リー ダー企業
論は,「最高のコスト競争力を保持するリーダー企業が,それをベースに再生産可能な価
値を打ち出す義務を負う」というものである。そのためには,「25～30%のシェアが必要」
として,協調のためのシェア低下 (94年度26%)は限界点にきていると捉え,東京製鉄
や浦項総合製鉄とのコス ト競争に本腰を入れようとしようとしている (日本経済新聞
1995年1月30日, 3月5H付け)。
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られる。図8に見るような東アジアにおける鉄鋼中進国の台頭,アジア鉄鋼
市場の高度成長の下で,電炉主体の設備投資が活発化しスクラップなどの鉄
源の不足が見込まれている。これは,巨額の資金や大量生産を前提とする銑
鋼一貫製鉄所の建設が,資金面や市場面でも難しいためである(76)。
日本の高炉メーカーが有する上工程の余剰設備は,中期的に予測される鉄
源需要への対応に利用する方向がうかがわれる。「招来,日本の高炉は海外子
会社に半製品を供給するという機能が高まる」という見方が出ている(77)。
1980年代後半の減量経営「合理化」では,高炉設備の体止にまで踏み込んだ
措置がとられたが,今回 (90年代半ば)のリストラ計画では上工程には手が
つけられていない。上工程については,合理化が完了し充分な競争力を有し
ているとの認識に立って,この競争力を活かしていこうとするスタンスがみ
られる。東アジア市場においては,これまでの資金,技術をベースにした国
際化から,今後は原料 (スクラップ,銑鉄,スラブ等)や製品 (ホットコイ
ル,冷延鋼板等)の受給を通じて,海外と日本の各生産拠点を一体化する方
向にシフトするとみられる(78)。
三つは,量産品のコスト競争力を回復させるために,これまではあまり手
を付けられなかった領域への「合理化」が図られている。今回のリストラ計
画では,93～96年度の間に高炉5社で9,350億円のコスト削減を計画してい
る(表9)。その柱に,本社のスリム化と品種別最適生産体制の再構築を据え
ている。まず,労務コストを削減するために,管理部門へ合理化のメスが入
(76)一貫製鉄所建設の条件としては,一般に次のような点があげられる。
① 総投資額約1兆円といわれる資金負担に耐えられるだけの資本蓄積。
② ミニマム生産数量はホット1ラインで約300万トンといわれている。その製品を吸
収できる市場の存在。
③ 電力,港湾,水道,人材など一貫製鉄所を稼動させるためのインフラ整備。
現在のASEANにおいて,すでに一貫製鉄所を有するフィリピン,インドネシア以外
では,これらの条件が整っていなく,政府も一貫製鉄所に二の足を踏んでいる (早稲田
大学商学部・動経済広報センター編 前掲書,148～149ページ)。
Cη 日本経済新聞1995年4月6日付け。
10 『興銀調査/265』1994年No.3,113,126ページ。
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転換期の日本型鉄鋼システム
れられ,「転籍」などの新たな手法によってホワイトカラーの大幅な削減 (大
手5社で9,100人)に踏み切った点が注目される。「小さな本社」をめざして
組織と仕事の簡素化を進めながら人員削減を図ろうとしている。なお,生産
現場については,円高不況時の▲39千人に比べて▲16.4千人の削減計画に
とどまっている。1980年代後半以降の「合理化」に伴い急増した「出向」に
よって,出向先との賃金差額に対する補填コス トが大きな負担としてクロー
ズアップされている。今回の「転籍」は,退職金と賃金差額分を一括して支
払うことによって変動費を下げようとする。さらには,労使関係も身軽にし,
今後の「合理化」における量的なフレキシビリティを高めようとする意図も
含まれている。しかし,「日本的経営の代名詞ともなった終身雇用制の面から
見ればギリギリの線上にある」とみられ,年俸制の拡大などをも含めて,長
期雇用の大幅な修正に踏みだしている(79)。
次には,膨れあがった品種の統合化 。共通化によって,製造コストや管理
コストの削減を図ろうとしていることである(80)。高炉メーカーはいずれも,
品種別の採算性,収益管理に動いており,従来の総合デパート化路線を見直
(79)日経産業新聞1994年11月10日付け,日本経済新聞95年1月10日付け,読売新聞95
年 1月12日付け,など。
なお,「転籍」の最大の狙いは,「(出向先との給与差額の支払いという)フローの負担
を減らし,労務構造を改善する」ことにある。過去 10年間に,高炉各社は出向者を大幅
に増やした。その結果,新日鉄の出向者数は,93年には85年の3倍近い1万5千6百人
に増加し,給与差額の補嗅額は年間6百億円に達している。川鉄の場合でも, 2-3百
億円に上るとみられる。
転籍者に対しては,本社で60歳定年まで働いた場合と同様の収入を保証するため,一
時的な負担は大きく膨らむ。それでも,「フローの負担を軽減できるし,本社のスリム化
につながるメリツトの方が大きい」と見ている (日経経済新聞94年11月10日付け)。
00 新日鉄とトヨタは,材質の違いによって約80ある自動車用鋼板の種類を2/3に削減す
る。 トヨタが使う鋼板はサイズや厚みまで合めれば3千種類以上あるといわれ,両社は
95年3月までにサイズなどについても2/3程度にする方針である。
新日鉄は,鋼種統合によって数百億円の節減効果 (3年間)を期待している (日本経
済新聞1994年12月26日付け)。
新日鉄
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高 炉 系 電 炉 ( )は出資比率・%
合同鉄製 (7.7)
大阪製鉄 (60.82)
関西ビレットセンター (35)
トピーエ業 (7.3)
東海鋼業 (20)
トー アスチール (36.5)
ダヮスチール (52.8)
東北スチール (45.0)
豊平製鋼 (47.1)
共英製鋼 (30)
独 立 系 電 炉
東京製鉄,大和鋼業,東洋製鋼,
東京鉄鋼,伊藤製鉄所,朝日工業,
東京鋼鉄など
表10 主な普通鋼電炉メーカー
出所 :『週刊東洋経済』1994年4月9日号,69ページに一部追加修正。
して,不採算品種の整理を行なおうとしている(81)。これまで聖域としてきた
01)新日鉄には,これまである品種が赤字でも会社全体で利益が出ていればいいという「粗
鋼思考」があったという。構造改革を迫られた今,品種別に製販一体の組織を作り上げ,
全品種黒字化をめざす (日本経済新聞1995年1月30日付け)。
品種別損益管理は,薄板 。厚板・建材など7つの品種別営業部門が各品種について最
終的な責任を負う仕組みである。しかし,損益管理の基準は必ずしも明確ではない。各
製鉄所における上工程 (製銑・製鋼)は共通であり,品種別に区別するのが難しいから
である。このため,品種別損益管理は事業部ではなく事業部「的」運営という表現にと
どまっている (『日経ビジネス』1994年7月4日号)。
しかし,鋼材品種や製鉄所,事業部門別に収益管理を徹底し,「キャッシュフローを生
NKK
川 鉄
住 金
転換期の日本型鉄鋼システム
35,800
67
(円/トン)
40,000
30,000
20,000
10,000
32,000
0
高炉メーカー 電炉メーカー
〔推進の前提〕
1)高炉メーカー,電炉メーカーの製鉄まで
のコストは業界平均
2)本社経費は,新日鐵と東京製鐵の本社経
費を92年度ベースで推定
r新日鐵本社経費=販管費十研究開発費|        十出向社人件費負担
1東京製鐵本社経費=販管費t    ヒアリング等により興銀作成
図12 高炉 メーカー と電炉 メーカーの コス ト比較 (粗鋼ペース )
出所 :『興銀調査/265」1994,NO.3。
技術開発コストについても,削減の対象とされている。高級化路線の見直し
に伴って,組織の大幅なスリム化,量産品や生産現場重視へのシフト,テー
マの絞 り込みなど「合理化」のメスが入れられている(82)。これから企業単独
で研究していくのは設備の延命技術が中心になるとみられており,今後は大
まないものは整理する」方向が強まっている (日本経済新聞94年1月10日付け)。
(82)技術開発本部の組織改正では,新日鉄が部を44→33に,NKKが部を17→5に減ら
し,神鋼も室を30→18に減らした。新日鉄の場合, 2千7百人いる研究者の削減率は
3～4割になる見込みである (日本経済新聞1994年7月10日付け)。
本社経費
(7,500)本社経費
(16,800)
製鋼
コス ト
(9,500)
(5,800)
コス ト
製鋼
コス ト
溶銑
(13,200)
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学や他社 との共同研究によって技術水準の維持を図ろうとしている
(83)。
四つは,高炉 。電炉のプログクト・ ミックスにより生産の弾力性を高め,
コス ト競争力を確保 しようとする動きがみられる。独立系電炉メーカーに対
して,高炉メーカーは市中スクラップの購入を進める一方で良質なスクラッ
プ類の輸出も行なって,スクラップ価格の高め維持を図るなど,反撃の包囲
網を敷いている(84)。日本の場合,米国と違うのは高炉メーカーが系列グルー
プ内に電炉を持っている点である (表10)。溶鋼を生産する段階では,図12
にみるように高炉 。転炉方式の方が電炉方式よりも安 く,その差は拡大する
方向にある。そこで,高炉,電炉のプロダクト・ ミックスによって独立系電
炉メーカーに対抗 しようとする戦略が出てきている(85)。すでに,系列化の電
炉メーカーを強化 したり,製鉄所構内に電炉を併設する動きがみられる(86)。
高炉と電炉は鉄源を共有 しながら,工程別・サイズ別, さらには品質別に分
業するなどによって,市場ニーズにあわせて最適生産システムを作っていく
方向が予想される。
五つは,これまで推進 してきた経営の多角化については,不採算分野から
の撤退に拍車をかけようとしている。また,対米投資についても,銑鋼一貫
分野については投資額を抑制 しつつ手を引 くタイミングをうかがっている。
ただ,これまでの投資額の巨大さや中 。長期的な見通 しの困難さが,泥沼か
らの脱出を難 しくしている。川鉄のスタンスにもみられるように, 日本とは
(80
日本経済新聞93年8月21日付け,94年7月10日付け。
高炉メーカーは鉄スクラップを,国内で購入する一方において,東南アジアなど海外
に輸出している。原料高に悩む電炉各社は「嫌がらせ」だと反発する。
高炉メーカーは,輸出しているのは伸鉄材や特殊鋼が中心で転炉には入らないサイズ
の大きなものばかりであり,国内で切断するとコストがかかるために輸出したほうがメ
リットがあると反論する。ある高炉の幹部は,「必要な量は今後も買い続ける」と言いき
る (日本経済新聞1994年12月26日付け)。
日本経済新聞1994年2月28日付け。
川崎製鉄は,子会社のダイワスチールの電炉を活用してホットコイルの生産を始めた。
住友金属工業も,子会社のキョウエイ製鉄に鹿島製鉄所の大形形鋼工場を売却し,H形
鋼の生産を電炉に移管する。自動車向けなどの高級品は高炉,建材などの中低級品は電
炉, とグループ内ですみ分けをする動きが目立ってきている (同上)。
(80
(80
転換期の日本型鉄鋼システム 69
独立した事業基盤を確立していくことが, とりわけ重要になってくる(87)。
最後に,異常ともいえる円相場の急騰が今後も続けば,現在の「高炉5社
の14製鉄所」体制は,かつて議論に上ったような本格的な見通し(=集約化)
を迫られることも考えられる(88)。
5。 お わ り に
― シ
ステム変革に向けて・一―
以上にみるような高炉メーカーの対応は,これまでの聖域にもメスを入れ
ようとしているが,根本的なシステム変革にはなお多くの課題を残している。
日本鉄鋼業は,ハー ドウェア変革の世界的な波と,それをも視野に入れた鉄
鋼システム変革の課題に,直面している。
第一に,ハー ドウェア変革の波は,電炉方式の進展に加えて,新しい溶融
還元法,薄スラブ連続鋳造と簡易圧延方式など,軽装備,少量生産技術体系
が出現しはじめたことにみられる。安価な設備費,多品種・少量生産への鉄
鋼需要シフト,今後の品質改善,さらには地球環境問題が深刻化するなかで
の「最終的に地球に優しいシステム」(89)等をふまえると,それらが21世紀
Oη 『興銀調査/265』60,125ページ。
0, 平沼亮氏は,円高レベルと「合理化」との関連について,次のような見通しを出して
いる。「低成長で粗鋼生産が年9千万 トンに縮小することを前提に考えると,1ドル=100
円以上の水準が続けば,高炉5社の14製鉄所は9から11カ所に集約しないと対応でき
ません。もし円が80円程度まで上昇するようだと,製鉄所は7カ所以下に半減 しなけれ
ばなりません」(日本経済新聞94年5月2日付け)。
すでに1967年には,次のような提言 (日本経済調査協議会「わが国産業の再編成」)
がだされており,将来のあり方の検討するにあたっては「この時点までたち戻る必要」
も指摘されている (日本経済新聞95年3月5日付け)。
「鉄鋼業では,最適規模の大規模化に伴い,効果的な設備投資を実現するために, 3
グループ程度への集約化が望まれる。その際,特殊鋼メーカーとの垂直的結合,平電炉
メーカー・流通機構の体制整備をも併せて進めブループ化の実を挙げべきである。」
(89)リサイクル社会の構築という視点から,高炉法と比較 しての電炉法のもつ将来性につ
いて,次のように指摘 しており,注目される。
「今後は,スクラップを回収 して溶解し再利用して,不足分を鉄鉱石から一貫生産す
るという新しいシステムに改めていかねばならない。持続可能な成長という考え方が提
70 名古屋学院大学論集
の製鉄法の主流を占める可能性 もある。こうした世界的な変革の波が押 し寄
せてきている中で, 日本鉄鋼業も,数年後に控えているコークス炉の設備更
新問題などから,次世代に向けての新たな最適生産プロセス体系を構築する
ことを迫られている。
第二に,ハー ドウェア変革の波に加えて,鉄鋼貿易摩擦や円高の高進によ
る中進国の台頭等は,異質な競争者の出現を促 し,同質化と癒着を学んだ日
本型鉄鋼システムの変革を迫っている。それは,国家との関係,業界内や取
引先との企業間関係,さらには従業員との関係の根本的な見直しを伴うもの
である。
行政指導のあり方や高級官僚の天下り,業界団体と政府・官僚や企業との
関係,内口銭や後仕切 り価格のシステム,業界内の協調関係のあり方,さら
には大ロユーザー等との関係,企業内における人事考課システムのあり方な
ど, よリオープンで公正なものにしていくことが不可欠となっている。
例えば,大ロユーザーとの密接なネットワークや業界内の水平的ネット
ワークは,たしかに高炉―転炉方式を技術的に「究極にまで高め」,安定した
市場体制を確立するうえで大きく貢献 した。しかし,それは他方からみると,
あくまでも商品スペックや工程の高度化の域を超えていないし,カルテル体
制を強めて参入障壁を高め,その下で過剰な同質化競争をもたらした。それ
らは,パラダイム変革の目を摘み取る方向にも作用する。鉄鋼メーカーが独
自に新製品コンセプ トをつ くり出すうえでは,これまで製品コンセプ トが
ユーザーとの密接な共同開発から生まれてきたこと自体が問題 となる。しか
も,技術的な寡占力や膨大な設備投資は,かつて米国の高炉メーカーが陥っ
案されたように,これは今までの発想の逆転である。
鉄の生産に必要とされるエネルギー量も,鉄鉱石を還元するよりはスクラップを使用
するほうがはるかに少なくてすむ。また,鉄鉱石採掘に伴う自然破壊,鉄鉱石の輸送の
ために要するエネルギーなどを考慮に入れると, どちらが自然破壊がより少ないか,ま
た地球温暖化防止に役立つかは,明白である。コス トはかかるが,最終的に地球に優し
いシステムとは,そういう社会をいうのである。」(早稲田大学商学部・m経済広報セン
ター編 前掲書,228ページ)。
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たように,今後,最新技術の開発や導入にブレーキをかける方向に働 く危険
性を高める(90)。
「内口銭」を一例にみると,商社委託システムを自社システムに切 り替え
ることは,「内口銭」という膨大な手数料の節減につながるだけでない。日本
の鉄鋼市場をより開かれたものにし,マー ケティング重視の製品開発への転
換を促し,さらには独自な新製品コンセプ トや新技術体系を創出するうえで
不可欠な体質転換にもつながる。
広い視野をもつ需要産業や供給業者との密接な関係や情報交流は,相互の
対等性 。自立性 。公開性のうえで,一層発展させていく必要がある。また,
そこにこそ, 日本のような特質をもつ先進国鉄鋼業の発展しうる余地や存在
意義があるといえよう。
(90)吉川弘之監修/JCIP編 前掲書,155ページ。
